
  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

団体情報入力シート

法人格 団体種別 NPO法人 資金分配団体/活動支援団体

団体名 特定非営利活動法人青少年自立援助センター

郵便番号 197-0011
都道府県 東京都

市区町村 福生市

大字福生字武蔵野2351番地1
042-553-2575

https://www.npo-ysc.jp/ （法人本部）

https://www.kodomo-nihongo.com/index.html （定住外国人支援
事業部教育支援事業）

https://minc-net.org/ (定住外国支援事業部中間支援事業）

https://twitter.com/kodomo nihongo
https://www.instagram.com/ysc globalschool/

番地等
電話番号

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト

その他のWEBサイト
(SNS等)

設立年月日
法人格取得年月日

https://www.facebook.com/kodomo.nihongo
1977年（法人の前身となる活動設立）

1999/06/09

コウノ ヒサタダ
河野 久忠

フリガナ
氏名

代表理事

12
11
0

代表者(1)
フリガナ
氏名
役職

代表者(2)

1
0

役職

役員数［人］
理事・取締役数［人］
評議員［人］
監事/監査役・会計参与数［人］

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］

必須入力セル 任意入力セル





(10)助成を行った実績

(11)助成を受けた実績

今までに助成事業を行った実績の有無
申請前年度の助成件数［件］
申請前年度の助成総額［円］

助成した事業の実績内容

今までに助成を受けて行っている事業の実績

助成を受けた事業の実績内容

10
あり

160,000,000
2023年度緊急枠資金分配団体として実施中の事業です。海外ルー
ツ子育て等支援に取り組む実行団体10団体を伴走中。

YSCグローバル・スクールとして受託した助成事業として、海外
ルーツの人支援分野において得たもののみ記載
助成金名：令和6年度東京都在住外国人支援事業助成（東京都）
助成事業名：海外にルーツを持つ子どもと若者のための高校進学
支援事業YSCグローバル・スクール プレップコース
助成額：5,000,000円
＊令和元年度より毎年受託

助成金名：平成30年～令和2年度子供が輝く東京・応援事業助成金
（公益財団法人東京都福祉保健財団）
助成事業名：足立区外国人困窮・ひとり親家庭青少年のための学
習・自立支援モデル事業「あだち・グローバルユースサポートプ
ロジェクト」
助成額：3か年合計 9,454,000円

助成金名：WVJ新型コロナウイルス対策子ども支援事業 子ども
支援団体への活動助成金（2020年） （特定非営利活動法人ワール
ド・ビジョン・ジャパン）
助成事業名：海外にルーツを持つ子どものためのオンラインサ
マースクール



(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

1

2

3

4

5

6

6
6
6
6
6
6
6
6

通常枠 実行団体に採択

番号

対象 申請

年度 事業 種別・状況

左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択
された場合

申請中・申請予定又は採択され
た資金分配団体又は活動支援団
体名

申請中・申請予定又は採択され
た事業名

公益財団法人日本国際交流セン
ター

公益活動における海外ルーツ青
少年受け入れ体制推進事業

特定非営利活動法人ジャパン・
プラットフォーム
公益財団法人日本国際交流セン
ター

外国人保護者と若者のための就
労支援事業

海外ルーツ生活者と若者のため
の自立就労・地域定着支援事業

コロナ禍で就労困難状態の若者
の就労支援

海外ルーツ青少年教育支援団体
における支援力向上・体制整備
推進事業

急増する「海外にルーツを持つ
子育て家庭・若者・困窮者」緊

急支援事業

特定非営利活動法人ジャパン・
プラットフォーム
公益財団法人日本国際交流セン
ター

認定NPO法人育て上げネット
READYFOR株式会社

公益財団法人日本国際交流セン
ター

特定非営利活動法人青少年自立
援助センター（構成団体：株式

会社Readyfor）

2019年度

ロナ等対応支 実行団体に採択

2020年度ロナ等対応支 実行団体に採択

2021年度ロナ等対応支 実行団体に採択

2021年度

2022年度ロナ等対応支 実行団体に採択

2023年度 緊急枠 資金分配団体に採択



  
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 東京都
市区町村 港区
番地等 赤坂1-1-12明産溜池ビル 7F

団体情報入力シート

団体名 公益財団法人日本国際交流センター
郵便番号 107-0052

団体種別法人格 公益財団法人 資金分配団体/活動支援団体

設立年月日 1967/04/01
法人格取得年月日 1973/10/09

電話番号 03-6277-7811

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://jcie.or.jp/index.html

その他のWEBサイト
(SNS等)

https://www.facebook.com/japancenterforinternationalexchange
https://twitter.com/jcie_org

代表者(1) 氏名 狩野 功
役職 理事長

フリガナ カノウ イサオ

氏名
役職

役員数［人］ 22

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［人］ 9
評議員［人］ 11
監事/監査役・会計参与数［人］ 2

上記監事等のうち、公認会計士または税理士数［人］ 0

非常勤職員・従業員数［人］ 6
有給［人］ 6
無給［人］

職員・従業員数［人］ 25
常勤職員・従業員数［人］ 19

有給［人］ 19
無給［人］ 0

事務局体制の備考





(11)助成を受けた実績

(12))休眠預金事業の採択実績または申請中・申請予定

1

2

3
4
5
6
6
6
6
6
6
6
6
6

2022年度 通常枠 資金分配団体に採択 アウトリーチ手法による外国ルー
2023年度 通常枠 資金分配団体に採択 外国ルーツ青少年の自立をささえ

2021年度 コロナ枠 資金分配団体に採択 在留外国人への緊急支援と持続的
2022年度 コロナ枠 資金分配団体に採択 外国ルーツ青少年の教育スタート

今までに助成を受けて行っている事業の実績 あり

助成を受けた事業の実績内容

国際的な人の移動、日本の多文化共生に係る近年の助成実績のみを記
載。
・公益財団法人トヨタ財団 『共生の未来』全国連携事業(2022年2月
～）
・公益財団法人トヨタ財団「越境的移動における情報保障の社会基盤―
公正で安定した移住の実現に向けて」(2019年11月~)
・公益財団法人トヨタ財団「移住当事者による政策提言：日韓の移住当
事者の交流と学びあいを通じて」（2017年11月～2019年10月）
・公益財団法人渋沢栄一記念財団 「外国人材の受入れに関する円卓会
議」の設置（2018年度）
・一般財団法人MRAハウス「多文化共生と外国人受け入れについての自
治体アンケート調査2017」（2017年10月）
・フリードリヒ・エーベルト財団、国際交流基金「ドイツにおける移
民・難民政策調査プロジェクト」(2016年）

番号

対象 申請
左記で実行団体・支援対象団体として申請中・申請予定又は採択された
場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定又は採択された
資金分配団体又は活動支援団体名

2020年度 コロナ枠 資金分配団体に採択 外国人緊急人道支援事業

申請中・申請予定又は採択された
事業名

2019年度 通常枠 資金分配団体に採択 外国ルーツ青少年未来創造事業





役員名簿

番号 入力確認欄 氏名ｶﾅ 氏名漢字 和暦 年 月 日 性別 団体名 役職名 郵便番号 住所 備考

JANPIA役員及び審査委
員との兼職関係の有無
（公募申請時において
は過去6か月から申請時
点までの期間につい

1 check! ｼﾞｬﾝﾋﾟｱ ﾀﾛｳ ジャンピア　太郎 般財団法人　日本民間公益活動連携機構 理事長 なし

2 OK ｼﾞｬﾝﾋﾟｱ ｱｲｺ Ｊａｎｐｉａ　愛子 般財団法人　日本民間公益活動連携機構 理事 なし

3 OK ｼﾞｮｾｲ ｼﾞﾛｳ 助成　次郎 般財団法人　日本民間公益活動連携機構 監事 なし

4 OK ｱﾒﾐﾔ ﾀｶｺ 雨宮　孝子 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

5 OK ｾﾏｲﾔ ﾃﾞｰﾋﾞｯﾄﾞ セマイヤ　デービッド 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

6 OK ﾁﾉ ｹｲｺ 千野　境子 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

7 OK ﾅﾙｶﾜ ﾃﾂｵ 成川　哲夫 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

8 OK ﾌｼﾞｲ ｸﾆﾋｺ 藤井　邦彦 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

9 OK ﾌｸｶﾜ ｼﾝｼﾞ 福川　伸次 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

10 OK ﾎﾘｳﾁ ﾐﾂｺ 堀内　光子 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

11 OK ﾒｶﾀ ﾓﾄｺ 目加田　説子 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

12 OK ｶｰﾃｨｽ ｼﾞｪﾗﾙﾄﾞ カーティス　ジェラル 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

13 OK ｶﾄｳ ﾘｮｳｿﾞｳ 加藤　良三 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

14 OK ｼﾏﾀﾞ ｷｮｳｺ 島田　京子 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

15 OK ﾀｶｽ ﾕｷｵ 高須　幸雄 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

16 OK ﾗﾌﾙｱｰ ｸﾘｽﾄﾌｧｰ フルアー　クリストフ 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

17 OK ｲﾄｳ ｻﾄｺ 伊藤　聡子 公益財団法人日本国際交流センター 執行理事 なし

18 OK ﾎﾝﾀﾞ ｹｲｷﾁ 本田　敬吉 公益財団法人日本国際交流センター 監事 なし

19 OK ﾎｼ ﾋｻﾄ 星　久人 公益財団法人日本国際交流センター 監事 なし

20 OK ﾋﾗﾃ ﾊﾙﾋｺ 平手　晴彦 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

21 OK ﾂﾙｵｶ ｺｳｼﾞ 鶴岡　公二 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

22 OK ﾔﾏｺｼ ｱﾂｼ 山越　厚志 公益財団法人日本国際交流センター 評議員 なし

23 OK ｶﾉｳ ｲｻｵ 狩野　功 公益財団法人日本国際交流センター 理事長、代表理 なし

24 OK ｷﾑﾗ ﾀｹｼ 木村　武 公益財団法人日本国際交流センター 理事 なし

25 OK ｶｼﾜｷﾞ ﾕﾀｶ 柏木　豊 公益財団法人　日本国際交流センター 評議員 なし

26 check!

［各欄の入力方法と注意点］
・記載例（番号1〜3）は削除のうえ番号1より入力してください。
・名簿には登記簿上の「役員に関する事項」に記載されている方すべてを入力してください。NPO法人の場合は、代表理事、理事、監事をすべて記載してください。
・氏名欄に記入する氏名は戸籍上の氏名で入力してください。
・備考欄には他の団体等との兼職関係（兼職先名称、兼職先での役割等）を記載し、兼職有無の申告欄には、過去６か月の兼職状況を記載してください。
・提出の際はPDF等に変換せずExcel形式のまま提出してください。要件を満たしていない場合は、再提出を求める場合があります。
・入力確認欄に「check!」が表示されているときは、和暦と生年月日の組み合わせをもう一度確認してください。
・役員名簿の枠が足りない場合は、適宜追加してください。
・氏名カナ欄は「半角」で入力、姓と名の間も半角で１マス空けてください。
・氏名漢字欄は「全角」で入力、姓と名の間も全角で１マス空けてください。
・外国人の場合は、氏名カナ欄は当該アルファベットのカナ読み、氏名漢字欄にはアルファベット（全角）を入力してください。
・生年月日欄は、大正は T、昭和は S、平成は Hを半角で入力し、年欄は数字２桁半角としてください。なお、明治45年は7月30日まで、大正15年は12月25日まで、昭和64年は1月7日までとなります。

  
［役員情報の第三者提供について］
・役員名簿に記載いただいた情報は、申請資格要件（休眠預金等活用法の第17条第3項4号及び5号に定める活動を行う団体であること）を確認するために、JANPIAを経由して警察庁へ提供します。
　詳細は、助成申請書または資金提供契約書でご確認ください。
・役員名簿をJANPIAに提出するにあたり、上記を役員本人に説明し、役員本人が第三者提供（上記）に関して同意したかを必ず確認してください。
・役員名簿記載の提供者全員から同意を得たら、以下にチェックして提出ください。

兼職はありません
役員名簿に記載されている全員から第三者提供に関する同意を得ました。

必須入力セル 任意入力セル



2023/11/2版

※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 記入箇所チェック
確認が必要です。C3～5セルのいずれかに未記入
があります。

団体名： 公益財団法人日本国際交流センター（JCIE）

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第21条

公募申請時に提出 定款 第22条１項

公募申請時に提出 定款 第22条2項

公募申請時に提出 定款 第23条

公募申請時に提出 定款 第26条

公募申請時に提出 定款 第26条

公募申請時に提出 定款 第29条

公募申請時に提出 定款 第26条

. . .

公募申請時に提出 定款 第32条5項

公募申請時に提出 定款 第32条6項

. . .

公募申請時に提出 定款 第44条

公募申請時に提出 定款 第45条

公募申請時に提出 定款 第43条

公募申請時に提出 定款 第44条

公募申請時に提出 定款 第43条

公募申請時に提出 定款 第48条

公募申請時に提出 定款 第51条

公募申請時に提出 定款 第48条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 定款 第33条

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 定款 第34条

. . .

公募申請時に提出 定款 第37条

公募申請時に提出 役員報酬規程 第3条

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分のみ提出をお願いしま
す。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則
・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で行う」とい
う内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関する除
外規定は必須としないこととします。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事の総数の
３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

定款

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、理事の総
数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款
・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」という内
容を含んでいること

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担が規定さ
れていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してください

役員及び評議員の報酬
等並びに費用に関する
規程（２）報酬の支払い方法

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 第3条

公募申請時に提出 倫理規定 第4条

公募申請時に提出 倫理規定 第5条

公募申請時に提出 倫理規定 第6条

公募申請時に提出 倫理規定 第7条

内定後1週間以内に提
出

公募申請時に提出 倫理規定 第8条

公募申請時に提出 情報管理基本方針 第2条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出
休眠預金の活用対象事業における利益相反
防止に関する規定

第3条

公募申請時に提出
休眠預金の活用対象事業における利益相反
防止に関する規定

第4条

公募申請時に提出
休眠預金の活用対象事業における利益相反
防止に関する規定

第5条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第3条

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第3条

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第8条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第4条

公募申請時に提出 公益通報者保護に関する規程 第11条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規程 第2条

公募申請時に提出 事務局規程 第3条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

公募申請時に提出 事務局規程 第4条

. . .

公募申請時に提出 給与規定 第3条

公募申請時に提出 給与規定 第5条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規程 第6条

公募申請時に提出 文書管理規程 第9条

公募申請時に提出 文書管理規程 第10条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規程 第5条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第3条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6条、第7条

公募申請時に提出 リスク管理規程 第6条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 会計処理規程 第5条

公募申請時に提出 会計処理規程 第2条

公募申請時に提出 会計処理規程 第8条、第9条

公募申請時に提出 会計処理規程 第6条

公募申請時に提出 会計処理規程 第15条

公募申請時に提出 会計処理規程 第11条

公募申請時に提出 会計処理規程 第21条

（１）基本的人権の尊重

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を与える行
為を行わない」という内容を含んでいること

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（６）ハラスメントの防止

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相反を防ぐ
措置」について具体的に示すこと

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁止
のための自己申告等に
関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に対し、特
別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組織にお
いて内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う部署が設
置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その内容を公
表する」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン（平成28
年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（４）緊急事態対応の手順

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針
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※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 外国ルーツ支援における地域的・分野的ひろがり応援事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 特定非営利活動法人青少年自立援助センター

過去の採択状況： 通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されていない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの規
程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等 必須項目の該当箇所
※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款 第4章　第22条

公募申請時に提出 定款 第4章　第23条

公募申請時に提出 定款 第4章　第22条

公募申請時に提出 定款 第4章　第23条

公募申請時に提出 定款 第4章　第21条

公募申請時に提出 定款 第4章　第26条

公募申請時に提出 定款 第4章　第28条

公募申請時に提出 定款 第4章　第27条

. . .

公募申請時に提出 理事会の運営規定 （選任等）３

公募申請時に提出 理事会の運営規定 （選任等）４

. . .

公募申請時に提出 定款 第4章　第31条

公募申請時に提出 定款 第4章　第32条

公募申請時に提出 定款 第4章　第31条

公募申請時に提出 定款 第4章　第32条

公募申請時に提出 定款 第4章　第30条

公募申請時に提出 定款 第4章　第34条

公募申請時に提出 定款 第4章　第36条

公募申請時に提出 定款 第4章　第35条

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規程 公募申請時に提出 理事の職務権限規程 第2章

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程 公募申請時に提出 理事会の運営規定 （職務）５

. . .

公募申請時に提出 役員報酬規程 第2条～第7条

公募申請時に提出 役員報酬規程 第9条～第10条

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で
行う」という内容を含んでいること
※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に
関する除外規定は必須としないこととします。

⚫ 理事の構成に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）理事の構成
「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事
の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

（２）理事の構成
「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、
理事の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程　※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議　（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外
「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行う」
という内容を含んでいること

定款

・定款
・理事会規則

役員及び評議員の報
酬等並びに費用に関
する規程

（６）決議（過半数か3分の2か）

　規程類必須項目確認書（社団・財団・NPO法人等）

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してください。
過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉
◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www.janpia.or.jp/about/information/rule.html
◎申請時までに整備が間に合わず後日提出するとした規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分の
み提出をお願いします。
◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへ
ご相談ください。

記入箇所チェック　※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

・評議員会規則
・定款

（１）開催時期・頻度

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること
※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出してく
ださい

⚫ 役員及び評議員の報酬等に関する規程

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額

（２）報酬の支払い方法



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 第1条

公募申請時に提出 倫理規定 第2条

公募申請時に提出 倫理規定 第3条

公募申請時に提出 倫理規定 第4条

公募申請時に提出 倫理規定 第5条

公募申請時に提出 ハラスメント等防止規程 全項

公募申請時に提出 情報公開規程 第6条

公募申請時に提出 情報公開規程 第7条

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 倫理規定 第4条

公募申請時に提出 倫理規定 第5条

公募申請時に提出
役員および役職員の利益相反防止のため
の自己申告等に関する規程

第3条

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第2条

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第2条

公募申請時に提出 コンプライアンス規定 第7条

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 内部通報規定 第3条

公募申請時に提出 内部通報規定 第14条

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 事務局規定 第4条

公募申請時に提出 事務局規定 第4条

公募申請時に提出 事務局規定 第7条

内定後1週間以内に提
出

. . .

公募申請時に提出 職員給与規定 第1章、第4章

公募申請時に提出 職員給与規定 第1章第3条、第5条

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書管理規定 第4条

公募申請時に提出 文書管理規定 第6条、第7条

公募申請時に提出 文書管理規定 第5条

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出 情報公開規定 第6条

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理規定 第2章　第6条

公募申請時に提出 リスク管理規定 第3章　第12条

公募申請時に提出 リスク管理規定 第3章　第15条

公募申請時に提出 リスク管理規定 第3章　第15条

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 経理規定 第1章　第5条

公募申請時に提出 経理規定 第1章　第3条

公募申請時に提出 経理規定 第3章　第18条

公募申請時に提出 経理規定 第2章　第6条

コンプライアンス規程

（３）コンプライアンス違反事案
「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その
内容を公表する」という内容を含んでいること

・倫理規程
・ハラスメントの防止に
関する規程

・倫理規程
・理事会規則
・役員の利益相反禁
止のための自己申告
等に関する規程
・就業規則
・審査会議規則
・専門家会議規則

（４）緊急事態対応の手順

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

以下の１.～４.の書類が情報公開の対象に定められていること
１. 定款
２. 事業計画、収支予算
３. 事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４. 理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

⚫ 職員の給与等に関する規程

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

内部通報（ヘルプライ
ン）規程（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン
（平成28年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（４）事務処理（決裁）

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者に
対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告
「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切な組
織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（２）職制

（３）職責

（１）コンプライアンス担当組織
実施等を担う部署が設置されていること

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）
「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担う
部署が設置されている 」という内容を含んでいること

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

（５）特別の利益を与える行為の禁止
「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を
与える行為を行わない」という内容を含んでいること

（６）ハラスメントの防止

（７）情報開示及び説明責任

（８）個人情報の保護

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相
反を防ぐ措置」について具体的に示すこと

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（１）基本的人権の尊重

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）



公募申請時に提出 経理規定
第3章　第22条、第23
条

公募申請時に提出 経理規定 第5章

公募申請時に提出 経理規定 第6章

（６）収支予算

（７）決算

（５）金銭の出納保管
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特定非営利活動法人 青少年自立援助センター 定款 

 

第１章 総則 

 

（名称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人 青少年自立援助センター という。 

 

（事務所） 

第２条 この法人の事務所を東京都福生市大字福生字武蔵野２３５１番地１に置く。 

  ２ この法人は、前項のほか、従たる事務所を愛知県蒲郡市三谷北通５丁目１４

１番地に置く。 

３ この法人は、前項のほか、従たる事務所を東京都足立区千住三丁目６番１２

ツオード千住壱番館４階に置く。 

4. この法人は、前項のほか、従たる事務所を東京都板橋区板橋３丁目６番１７号 

SKTビル２階B・C室に置く。 

5. この法人は、前項のほか、従たる事務所を東京都八王子市東町３番１０号 山

善ビル３階・４階に置く。 

（目的） 

第３条 この法人は、不登校ないし引きこもり等を経験したため、又はその状態を継

続しているために、一般的な就職等による社会的な自立が困難になると予想さ   

れる、又は現実に困難になっている青少年（以下「青少年」という）に対して、   

不登校ないし引きこもり等の状況から脱却する機会を提供し、かつ、社会的自   

立を援助する活動として、社会参加上重要な集団生活、共同作業等の基礎訓練   

を行う場、及び模擬的な就業体験の場などを提供することに関する事業を行い、   

青少年が、各人の個性に応じた社会的自立の機会を獲得することに寄与するこ

とを目的とする。 

 

（特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行う。 

（１）社会教育の推進を図る活動 

（２）子どもの健全育成を図る活動 

（３）保健、医療又は福祉の増進を図る活動 

（４）環境の保全を図る活動 

（５）男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 

（６）特定非営利活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動 

 

（事業の種類） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし   

て、次の事業を行う。 

（１）青少年に不登校ないし引きこもり等からの脱却の機会を与え、又、集団      

生活、共同作業等の社会参加基礎訓練の場を提供するための寮施設兼生      

活指導施設の運営 

（２）不登校、引きこもりであった青少年が、自立を目指す一環として就労体

験をする機会を提供する事業 

（３）上記（２）の事業として、漬物用野菜の加工事業、漬物、海産物等の物
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品販売及び乳製品等の製造販売事業、衣類・家具等のリサイクル商品の販

売及び受託販売、リサイクル資源の再商品化業務及びその受託業務、清掃

及びハウスクリーニング事業及びその請負事業、その他 上記事業に関連

する諸事業の運営  

（４）青少年とその保護者に対する相談事業 

（５）青少年の社会的自立に関する情報提供事業 

（６）ホームヘルパー養成講座等、社会福祉関連人材養成のための講習会開催      

及び青少年健全育成者養成講座等、社会教育関連人材養成のための講習      

会開催 

（７）青少年、高齢者、心身障害者等に対する移送・家事・給食・清掃及び生

活改善支援・就労訓練等の福祉サービス事業 

（８）上記（７）の事業として、グループホーム運営事業、地域生活支援セン

ター運営事業、ガイド及びホームヘルプサービス提供事業、自立支援セン

ター運営事業等の地域福祉増進のための事業 

（９）障害者総合支援法に基づく障害者に対する就労支援・生活支援・相談支

援等の事業 

（１０）児童福祉法に基づく障害児通所支援事業、児童福祉法に基づく障害児

相談支援事業 

（１１）ファミリーサポートセンター事業等、男女共同参画社会促進事業 

（１２）リサイクル資源の回収・再利用促進事業 

（１３）特定非営利活動を行う団体に対する情報提供・助言等の支援事業 

（１４）上記（５）（１３）の事業の一環として出版事業 

（１５）上記（２）（５）の事業の一環として無料職業紹介事業 

（１６）その他 上記事業に関連する諸事業 

   

 

第２章 会員 

 

（種別） 

第６条 この法人の会員は、次の５種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法（以 

   下「法」という。）上の社員とする。 

   （１）正会員       この法人の目的に賛同して入会した個人 

   （２）賛助会員      この法人の事業を賛助するため入会した個人 

   （３）賛助法人会員    この法人の事業を賛助するため入会した法人 

   （４）特別会員・名誉会員 この法人に功労のあった者又は学識経験者で特別 

                会員又は名誉会員として理事会において推薦され 

                た個人又は団体 

 

（入会） 

第７条 会員の入会については、特に条件は定めない。 

２正会員及び賛助会員並びに賛助法人会員として入会しようとする者は、その   

旨を記載した入会申込書を理事長に提出し、その承認を得なければならない。 

  ３特別会員又は名誉会員に推薦された者は、入会の手続を要せず、本人の承認   

をもって会員となる。 

 

（入会金及び会費） 

第８条 名誉会員を除く会員は、総会において別に定める入会金及び会費を納入しな   
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ければならない。 

 

（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 

   （１）退会届の提出をしたとき。 

   （２）本人が死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅し      

たとき。 

   （３）継続して３年以上会費を滞納したとき。 

   （４）除名されたとき。 

 

（退会） 

第１０条 会員は、退会届を理事長に提出して、任意に退会することができる。 

 

（除名） 

第１１条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名 

    することができる。 

   （１）この定款等に違反したとき。 

   （２）この法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

  ２ 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁   

明の機会を与えなければならない。 

 

 

第３章 役員 

 

（種別及び定数） 

第１２条 この法人に、次の役員を置く。 

   （１）理事 ９人以上１５人以内 

   （２）監事 １人 

 

（選任等） 

第１３条 理事及び監事は、総会において選任する。 

  ２ 理事の中からその互選によって、次の役職者を選任する。 

   （１）理事長 １人 

   （２）専務理事 １人 

      （３）常務理事 １人以上３人以内 

  ３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内   

の親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内   

の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

  ４ 法第２０条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることがで   

きない。 

  ５ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。 

 

（職務） 

第１４条 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

  ２ 専務理事は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき、又は理事長が欠け    

たときは、その職務を代行する。 

  ３ 常務理事は、理事会の議決に基づき、この法人の常務を分担して処理する。 
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  ４ 理事は、理事会を構成し、法令並びにこの定款及び総会の議決に基づき、こ    

の法人の業務を執行する。 

  ５ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

   （１）理事の業務執行の状況を監査すること。 

   （２）この法人の財産の状況を監査すること。 

   （３）前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し、不正       

の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した

場合には、これを総会又は所轄庁に報告すること。 

   （４）前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。 

   （５）理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見      

を述べること。 

 

（任期等） 

第１５条 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ２ 補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者     

又は現任者の任期の残存期間とする。 

  ３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その    

職務を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

第１６条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅    

滞なくこれを補充しなければならない。 

 

（解任） 

第１７条 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任    

することができる。 

   （１）心身の故障のため、職務の遂行に堪えられないと認められるとき。 

   （２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

  ２ 前号の規定により、役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に   

弁明の機会を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

第１８条 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

  ２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

  ３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

第４章 会議 

 

（種別） 

第１９条 この法人の会議は、総会及び理事会の２種とする。 

  ２ 総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

 

（総会の構成） 

第２０条 総会は、正会員をもって構成する。 

 

（総会の権能） 

第２１条 総会は、以下の事項について議決する。 
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   （１）定款の変更 

   （２）解散及び合併 

   （３）事業計画及び予算並びにその変更 

   （４）事業報告及び決算 

   （５）役員の選任又は解任、職務及び報酬 

   （６）入会金及び会費の額 

   （７）借入金（その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除く。第      

４７条において同じ。）その他の新たな義務の負担及び権利の放棄 

   （８）事務局の組織及び運営 

   （９）その他運営に関する重要事項 

 

（総会の開催） 

第２２条 通常総会は、毎年１回開催する。 

  ２ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

   （１）理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。 

   （２）正会員数の５分の１以上から会議の目的を記載した書面により招集の請      

求があったとき。 

   （３）監事が第１４条第５項第４号の規定に基づいて招集するとき。 

 

（総会の招集） 

第２３条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、理事長が招集する。 

  ２ 理事長は、前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、   

その日から３０日以内に臨時総会を招集しなければならない。 

  ３ 総会を招集する場合には、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した   

書面により、開催の日の少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

 

（総会の議長） 

第２４条 総会の議長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。 

 

（総会の定足数） 

第２５条 総会は、正会員数の２分の１以上の出席がなければ開会することはできな    

い。 

 

（総会の議決） 

第２６条 総会における議決事項は、第２３条第３項の規定によってあらかじめ通知    

した事項とする。 

  ２ 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席した正会員の過半数を   

もって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 

（総会での表決権等） 

第２７条 各正会員の表決権は平等なものとする。 

  ２ やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知され

た事項について、書面をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を   

委任することができる。 

  ３ 前項の規定により表決した正会員は、前２条の規定の適用については出席し

たものとみなす。 

  ４ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の表決に   



 

 6 

加わることができない。 

 

（総会の議事録） 

第２８条 総会の議事ついては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

   （１）日時及び場所 

   （２）正会員総数及び出席者数（書面表決者又は表決委任者がある場合にあっ      

ては、その数を付記すること。） 

   （３）審議事項 

   （４）議事の経過の概要及び議決の結果 

   （５）議事録署名人の選任に関する事項 

  ２ 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人２名が、記名押   

印又は署名しなければならない。 

 

（理事会の構成） 

第２９条 理事会は、理事をもって構成する。 

 

（理事会の権能） 

第３０条 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

   （１）総会に付議すべき事項 

   （２）総会の議決した事項の執行に関する事項 

   （３）その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 

 

（理事会の開催） 

第３１条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

    （１）理事長が必要を認めたとき。 

    （２）理事総数の３分の１以上から理事会の目的である事項を記載した書面       

により招集の請求があったとき。 

 

（理事会の招集） 

第３２条 理事会は、理事長が招集する。 

  ２ 理事長は、前条第２号の場合にはその日から１０日以内に理事会を招集しな    

ければならない。 

  ３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した   

書面により、開催日の少なくとも３日前までに通知しなければならない。 

 

（理事会の議長） 

第３３条 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

（理事会の議決） 

第３４条 理事会における議決事項は、第３２条第３項の規定によってあらかじめ通

知した事項とする。 

  ２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長   

の決するところによる。 

 

（理事会の表決権等） 

第３５条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 



 

 7 

  ２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知され

た事項について書面をもって表決することができる。 

  ３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、   

理事会に出席したものとみなす。 

  ４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に   

加わることができない。 

 

（理事会の議事録） 

第３６条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければな    

らない。 

   （１）日時及び場所 

   （２）理事総数、出席者及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨付記      

すること。） 

   （３）審議事項 

   （４）議事の経過の概要及び議決の結果 

   （５）議事録署名人の選任に関する事項 

  ２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が   

記名押印又は署名しなければならない。 

 

第５章 資産 

 

（構成） 

第３７条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

   （１）設立当初の財産目録に記載された資産 

   （２）入会金及び会費 

   （３）寄付金品 

   （４）財産から生じる収益 

   （５）事業に伴う収益 

   （６）その他の収益 

 

（区分） 

第３８条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産とする。 

 

（管理） 

第３９条 この法人の資産は、理事長が管理し、その方法は、総会の議決を経て、理     

事長が別に定める。 

 

第６章 会計 

 

（会計の原則） 

第４０条 この法人の会計は、法第２７条各号に掲げる原則に従って行わなければな

らない。 

 

（会計区分） 

第４１条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計とする。 

 

（事業年度） 
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第４２条 この法人の事業年度は、毎年６月１日に始まり、５月３１日に終わる。 

 

（事業計画） 

第４３条 この法人の事業計画及びこれに伴う予算は、毎事業年度ごとに理事長    

が作成し、総会の議決を経なければならない。 

 

（暫定予算） 

第４４条 前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないとき    

は、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に    

準じ収益費用を講じることができる。 

  ２ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 

 

（予算の追加及び更正） 

第４５条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の議決を経て、既定    

予算の追加又は更正をすることができる。 

 

（事業報告及び決算） 

第４６条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関    

する書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を    

受け、総会の議決を経なければならない。 

  ２ 決算上剰余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。 

 

（臨機の措置） 

第４７条 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担    

をし、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければなら    

ない。 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 

 

（定款の変更） 

第４８条 この法人が定款を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の４分    

の３以上の多数による議決を経、かつ、法第２５条第３項に規定する事項に

ついては、所轄庁の認証を得なければならない。 

   ２この法人の定款を変更（前項の規定により所轄庁の認証を得なければならな

い事項を除く。）したときは、所轄庁に届け出なければならない。 

 

（解散） 

第４９条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

   （１）総会の決議 

   （２）目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 

   （３）正会員の欠亡 

   （４）合併 

   （５）破産 

   （６）所轄庁による設立の認証の取消し 

  ２ 前項第１号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の４分の３   

以上の承諾を得なければならない。 

  ３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければなら   
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ない。 

 

（清算人の選任） 

第５０条 この法人が解散したときは、理事が清算人となる。ただし、合併の場合に    

よる解散を除く。 

 

（合併） 

第５１条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３    

以上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第８章 公告の方法 

 

（公告の方法） 

第５２条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載し

て行う。ただし、法第２８条の 2 第１項に規定する貸借対照表の公告については、こ

の法人のホームページにおいて行う。 

 

 

第９章 事務局 

 

（事務局の設置） 

第５３条 この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

  ２ 事務局には、事務局長及び必要な職員を置く。 

 

（職員の任免） 

第５４条 事務局長及び職員の任免は、理事長が行う。 

 

（組織及び運営） 

第５５条 事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、総会の議決を経、理事長が別    

に定める。 

 

第１０章 雑則 

 

（細則） 

第５６条 この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこ

れを定める。 

 

（附則） 

 １ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 

 ２ この法人の設立当初の役員は、別表のとおりとする。 

 ３ この法人の設立当時の役員の任期は、第１６条第１項の規定にかかわらず、 

 この法人の設立の日から１９９９年１２月３１日までとする。 

 ４ この法人の設立当初の事業年度は、第４３条の規定にかかわらず、この法人 

 の設立の日から１９９９年１２月３１日までとする。 

 ５ この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第４４条の規定にかかわら 

 ず、設立総会の定めるところによる。 

 ６ この法人の設立当初の入会金及び会費は、第８条の規定にかかわらず、次に 
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 掲げる額とする。 

 （１）正 会 員   入会金 10,000 円、会費年額 12,000 円 

 （２）賛助会員   入会金  1,000 円、会費年額  3,000 円 

 （３）賛助法人会員 入会金 50,000 円、会費年額 50,000 円 

 （４）特別会員   入会金 10,000 円、会費年額 12,000 円 
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 （別表） 

  役 員 名 簿 

   

特定非営利活動法人 青少年自立援助センター 

     

  

役 名 
（フリガナ） 

住 所 又 は 居 所 備考 氏  名 

1 理 事 
クドウ サダツグ 

工藤 定次 

2 理 事 
クドウ  ヒメコ 

工藤 姫子 

3 理 事 

タキカワ シュウ

ゾウ 

瀧川 修三 

4 理 事 
イノウエ テツオ 

井上 哲夫 

5 理 事 
ナガタ ミノル 

永田 實 

6 理 事 
タケダ   ヒデオ 

武田 秀夫 

7 理 事 
ミハシ オサム 

三橋 修 

8 理 事 

シノハラ ヨシノ

リ 

篠原 義則 

9 理 事 
ヤ ク   ハルコ 

夜久 晴子 

10 理 事 
コセキ シゲミツ 

小関 重光 

11 理 事 
カンザワ キヨエ  

神澤 喜代枝 

 
監 事 

ヨシノ カツクニ 

吉野 勝訓 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

コンプライアンス規程 

 

（目的） 

第１条 この規定は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下 当法人という。）におけるコ

ンプライアンス（この法人に適用または適用の可能性のある法令、定款または内部規定の遵守）上の問題

を的確に管理、処理し、事業活動が適正に運営されるための原則を定めることを目的とする。 

（組織体制） 

第 2条 この法人のコンプライアンスにかかわる組織体制は次のとおりとする。 

① コンプライアンス委員会 

構成：理事長・専務理事・支所長・外部有識者 

役割：コンプライアンス基本方針の策定・変更 

     コンプライアンス統括部署、コンプライアンス担当責任者の役割と責任の明確化  

     コンプライアンス体制の整備状況についての定期的な点検 

     不祥事発生時の対応と再発防止策 

      尚、委員会開催に際し、外部有識者の選定は理事長の判断とする 

② コンプライアンス統括部署 

 構成：専務理事及び事務局員 

 役割：コンプライアンス体制の構築、運用 

    コンプライアンスに関する指導、改善 

    コンプライアンスに関する研究の実施 

②  コンプライアンス担当責任者 

構成：各支所長 

役割：各支所のコンプライアンスの取り組み水 SN 

   コンプライアンス基本方針の遵守状況のチェック 

   コンプライアンス統括部署との連携 

（役員及び職員の責務） 

第３条 役員及び職員（以下「役職員」という。）は、第 1条の目的をふまえ、法令等を誠実に遵守する

ことはもとより、社会人としての良識と責任をもって業務を遂行しなければならない。 

（役員及び職員の禁止事項） 

第４条 役職員は、次に掲げる行為を行ってはならない。 

（１）自ら法令等に違反する行為 

（２）他の役職員に対して法令等に違反する行為を指示・教唆する行為 

（３）他の役職員の法令等に違反する行為を許可、承認又は黙認する行為 

（４）反社会的勢力との関係及び取引行為 

（通報の義務） 

第５条 役職員は、他の役職員が前条に違反する行為を行っていることを知ったときは、速やかにコン

プライアンス担当者を通して、理事長に通報しなければならない。通報者は一切の不利益な扱いを受け



ることを禁止する。 

（相談窓口） 

第 6 条 この法人は、通報者等への不利益が生じないための措置として、コンプライアンス統括部署に

相談窓口を利用する 

（懲戒処分等） 

第 7条 第 4条の規定に違反した役職員に対し、コンプライアンス委員会の判断と就業規則に則り、懲

戒処分等を行うことができるものとする。 

また、当該事例については、コンプライアンス統括部署の指導により再発防止策を確実に実施し、その内

容を公表する 

（免責の制限） 

第 8 条 役職員は、次に掲げることを理由として自らが行った法令等に違反する行為の責任を免れるこ

とはできない。 

（１）法令等について正しい知識がなかったこと      

（２）法令等に違反しようとする意思がなかったこと 

（３）他の役職員の指示・教唆により行ったこと 

（４）法人の利益を図る目的で行ったこと 

（事前相談） 

第 9 条 役職員は、自らの行動や意思決定が法令等に違反するかどうかの判断に迷うときは、あらかじ

め理事長に相談しなければならない。 

（コンプライアンス研修） 

第 10条 当法人は次に掲げる目的のため必要に応じ研修会を開催する。 

（１）コンプライアンスに対する意識の高揚を図ること 

（２）コンプライアンスについての正しい知識の周知徹底を図ること 

 

付則 

 この規程は、令和 6年 2月 20日より実施する。 



 

特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

ハラスメント等防止規程 

（目的） 

第１条 この規程は、就業規則第 24 条（服務規律）に基づき、職員が遵守すべき事項及び

雇用管理上の措置等を定め職員のハラスメント行為を防止することにより、秩序を維持し、

事業が健全に発展していくことを目的とする。 

（職員の定義） 

第２条 この規程における職員とは、理事、職員、ボランティア等名称や雇用条件にかかわ

らず、当法人の業務及び活動に関わるすべてのものをいう。 

（ハラスメントの定義） 

第３条 セクシュアルハラスメント 

職場において、性的な言動により他の職員に精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪

化させる行為、又は、ハラスメントに対して拒否の意思表示、相談等の申出、苦情に関する

調査についての協力等の正当な対応をした職員に対し、そのことを理由として労働条件等

について不利益を与えること。 

２ 妊娠・出産・育児休業・介護休業・子の看護等に関するハラスメント 

 職場において、妊娠・出産・育児・介護・子の看護等をきっかけに精神的・肉体的な嫌が

らせを行う、また妊娠・出産・育児・介護・子の看護等を理由とした解雇や雇い止め、自主

退職の強要で不利益を与える。などの不当な行為又は職場環境を悪化させる行為。 

３ パワーハラスメント 

 職場において、職場内の優位性を利用して業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦

痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。 

４ その他 

 上記３項以外の、職員に精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。 

（ハラスメント行為の禁止） 

第４条 職員は、前条で定めるハラスメント行為をしてはならない。ハラスメント行為をし 

た職員は、就業規則に則り懲戒処分を行う。 

（相談窓口） 

第５条 第３条において定義する行為の相談先として、法人内に相談窓口を設置する。 

ハラスメントを受けた場合又はハラスメントを見聞きした場合には、職場の上司・同僚・知

人等へ相談し、又は相談窓口を利用することができる。 

２ 前項の相談及びその取り扱いは「厚生労働省パワハラ対策導入マニュアル」に依拠する。 

（対策委員会） 

第６条 法人は、前条における相談内容の報告により必要に応じて対策委員会（以下、「委 

員会」という）を設置する。 



２ 前項の委員会の設置及びその取り扱いは「厚生労働省パワハラ対策導入マニュアル」に

依拠する。 

（不利益扱いの禁止） 

第７条 ハラスメントに対して拒否の意思表示、相談等の申出、苦情に関する調査について 

の協力等の正当な対応をした職員に対し、そのことを理由として不利益な取り扱いは行わ

ない。 

２ 法人は、当該職員が不利益な取扱いを受けることがないよう必要とされる対応と処置を

講ずる。 

（秘密保持） 

第８条 当該事案に関わる者は、就業規則に規定する守秘義務が適用される。 

（改変） 

第９条 この規程は、理事会及び対策委員会の議決により改変できる。 

付 則 

この規程は、令和 1年 9 月 1 日より施行する。 

【相談窓口】  

 どなたでも下記、メールへご相談ください。 

yscsoudan@gmail.com 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

リスク管理規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」と

いう。）におけるリスク管理に関して必要な事項を定め、もってリスクの防止及びこの法

人の損失の最小化を図ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第２条 この規程は、この法人の役員及び職員（以下「役職員」という。）に適用される

ものとする。 

（定義） 

第３条 この規程において「リスク」とは、この法人に物理的、経済的若しくは信用上の

損失又は不利益を生じさせるすべての可能性をいい、「具体的リスク」とは、不祥事の発

生、この法人に関する誤った情報の流布、財政の悪化、法人内部の係争、外部からの侵

害、自然災害の発生その他の要因又は原因の如何を問わず、上記の損失又は不利益の発生

の具体的可能性を伴うすべての事象をいう。 

 

第２章 役職員の責務 

 

（基本的責務） 

第４条 役職員は、業務の遂行に当たって、法令、定款、規程等、この法人の定めるリス

ク管理に関するルールを遵守しなければならない。 

（具体的リスクの回避等の措置） 

第５条 役職員は、その職務を遂行するに際し、具体的リスクの発生を積極的に予見し、

その内容及び程度を適切に評価するとともに、この法人にとって最小のコストで最良の結

果が得られるよう、その回避、軽減及び移転その他必要な措置（以下「回避等措置」とい

う。）を事前に講じなければならない。 

２役職員は、上位者を含む他の役職員に対し、業務に関する指示を仰ぐ場合又は意見を求

める場合には、当該業務において予見される具体的リスクを自発的に明らかにするととも

に、当該具体的リスクに係る回避等措置について具申しなければならない。 

（具体的リスク発生時の対応） 

第６条 役職員は、具体的リスクの発生を認知した場合には、これに伴い生じ

るこの法人の物理的、経済的又は信用上の損失又は不利益を最小化するため、

必要と認められる範囲内で、十分な注意をもって初期対応を行う。この場合に



おいて役職員は、当該具体的リスクに起因する別の具体的リスクの有無も検討

した上、必要に応じ、その回避等措置も併せて講ずる。  

２職員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに適切な上位者に必要な報告をする

とともに、その後の処理については関係部署と協議を行い、上位者の指示に従う。 

３役員は、具体的リスクの発生を認知した後、速やかに関係部署に必要な連絡及び指示を

するとともに、その後の処理について関係部署と協議を行い、適切にこれを処理する。 

４前各項の規定にかかわらず、役職員は、具体的リスクの認識の端緒が外部機関のヘルプ

ラインである場合には、当該具体的リスクに対する対応については、外部機関の対応を優

先する。 

（具体的リスクの処理後の報告） 

第７条 役職員は、具体的リスクの処理が完了した場合には、処理の経過及び結果につい

て記録を作成し、理事長に報告しなければならない。 

（クレームなどへの対応） 

第８条 職員は、口頭又は文書により利害関係者からクレーム、異議等を受けた場合に

は、それらが重大な具体的リスクにつながるおそれがあることに鑑み、直ちに上位者に報

告し、指示を受ける。 

２前項の報告を受けた上位者は、クレーム、異議等の重要度を判断し、関係部署と協議の

上、適切に対応しなければならない。 

（対外文書の作成） 

第９条 役職員は、この法人の外部に発信する文書（以下「対外文書」という。）の作成

に当たっては常にリスク管理を意識し、その内容が具体的リスクの発生を招くものでない

ことを確認しなければならない。 

２職員は、対外文書の作成に当たり、上位者の指示に従わなければならない。 

（守秘義務） 

第１０条 役職員は、この規程に基づくリスク管理に関する計画、システム、措置等を立

案又は実施する過程において取得したこの法人及びこの法人の関係者に関する情報に関し

て、秘密を保持しなければならず、第1条の目的に照らし、正当な理由がある場合を除

き、この法人の内外を問わず開示し、又は漏えいしてはならない。 

 

第３章 緊急事態への対応 

 

（緊急事態への対応） 

第１１条 この法人は、次条の規定に定める緊急事態が発生した場合、理事長をリスク管

理統括責任者として、緊急事態に対応する体制をとるものとする。 

（緊急事態の範囲） 

第１２条 この規程において緊急事態とは、次の各号に掲げる事象によって、この法人、



この法人の事業所、又は役職員に急迫の事態が生じ、又は生じるおそれがあり、この法人

を挙げた対応が必要である場合をいう。 

（1）自然災害 

地震、風水害等の災害 

（2）事故 

①爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

②この法人の活動に起因する重大な事故 

③役職員に係る重大な人身事故 

（3）インフルエンザ等の感染症 

（4）犯罪 

①建物の爆破、放火、誘拐、恐喝その他の外部からの不法な攻撃 

②この法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査 

③内部者による背任、横領等の不祥事 

（5）機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス 

（6）その他上記に準ずる法人運営上の緊急事態 

（緊急事態の通報） 

第１３条 緊急事態の発生を認知した役職員は、速やかに、次項に定めるところにより通

報を行わなければならない。 

２緊急事態が発生した場合の通報（以下「緊急事態通報」という。）は、原則として以下

の経路によって行うものとする。 

情報認知者→部署責任者→専務理事→理事長 

３緊急事態通報に当たっては、迅速性を最優先し、口頭又は電話で行う。また、前項の経

路における直接の通報先が不在の場合は、当該通報先の次の通報先へ通報するものとす

る。また、緊急性が極めて高い場合には、前項の経路における直接の通報先のみならず、

その先の通報先まで同時に通報する等、臨機の措置をとることを要する。 

４第2項に定める経路による通報のほか、必要があるときは、部署責任者は他関係部署に

も速やかに通報するものとする。 

５通報に係る情報の正確性に確証がない場合であっても、その旨を伝えた上で、適時に通

報するものとし、その確証を得ることを待たないものとする。 

（情報管理） 

第１４条 緊急事態通報を受けた理事長は、情報管理上必要な措置等につき適切な指示を

行う。 

（緊急事態の発生時における対応の基本方針） 

第１５条 緊急事態の発生時においては、当該緊急事態の対応を行う部署は、次の各号に

掲げる基本方針に従い、対応するものとする。 

（1）地震、風水害等の自然災害 



①生命及び身体の安全を最優先とする。 

②（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

③災害対策の強化を図る。 

（2）事故 

①爆発、火災、建物倒壊等の重大な事故 

（ア）生命及び身体の安全を最優先とし、環境破壊の防止にも努める。 

（イ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（ウ）事故の再発防止を図る。 

②この法人の活動に起因する重大な事故 

（ア）生命及び身体の安全を最優先とする。 

（イ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（ウ）事故の再発防止を図る。 

③役職員に係る重大な人身事故 

（ア）生命及び身体の安全を最優先とする。 

（イ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（ウ）事故の再発防止を図る。 

（3）インフルエンザ等の感染症 

（ア）生命及び身体の安全を最優先とし、伝染防止にも努める。 

（イ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（ウ）集団感染の予防を図る。 

（4）犯罪 

①建物の爆破、放火、誘拐、恐喝、脅迫その他の外部からの不法な攻撃 

（ア）生命及び身体の安全を最優先とする。 

（イ）不当な要求に安易に屈せず、警察と協力して対処する。 

（ウ）再発防止を図る。 

②この法人の法令違反等の摘発等を目的とした官公庁による立入調査 

（ア）この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

（イ）再発防止を図る。 

③内部者による背任、横領等の犯罪及び不祥事 

（ア）この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

（イ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（ウ）再発防止を図る。 

（5）機密情報の漏えいや情報システムへの不正なアクセス 

（ア）被害状況（機密情報漏えいの有無、この法人外への被害拡大や影響の有無）の

把握 

（イ）被害の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 



（ウ）（必要に応じ）所管官公庁へ連絡する。 

（エ）再発防止を図る。 

（6）その他経営上の事象 

この法人の損失の最小化を図る観点から適切な対応を検討する。 

（役職員への指示及び命令） 

第16条 理事長は、緊急事態を解決するに当たって、必要と認められるときは、役職員に

対して一定の行動を指示又は命令することができる。 

２役職員は、理事長から指示又は命令が出されたときは、当該指示又は命令に従って行動

しなければならない。 

（報道機関への対応） 

第17条 緊急事態に関して、報道機関からの取材の申入れがあった場合は、緊急事態の解

決に支障を来たさない範囲において、取材に応じる。 

２報道機関への対応は、理事長の職務とする。 

（届出） 

第18条 緊急事態のうち、所管官公庁への届出を必要とするものについては、迅速に所管

官公庁に届け出るものとする。 

２前項に規定する届出は、理事長がこれを行う。 

（理事会への報告） 

第19条 理事長は、緊急事態解決策を実施したときは、その直後の理事会で、次の事項を

報告しなければならない。 

（1）実施内容 

（2）実施に至る経緯 

（3）実施に要した費用 

（4）懲罰の有無及びあった場合はその内容 

（5）今後の対策方針 

 

第4章 懲戒等 

 

（懲戒） 

第20条 次のいずれかに該当する者は、その情状により、懲戒処分に付す。 

（1）具体的リスクの発生に意図的に関与した者 

（2）具体的リスクが発生するおそれがあることを予知しながら、その予防策を意図的に

講じなかった者 

（3）具体的リスクの解決について、この法人の指示・命令に従わなかった者 

（4）具体的リスクの予防、発生、解決等についての情報を、この法人の許可なく外部に

漏らした者 



（5）その他、具体的リスクの予防、発生、解決等においてこの法人に不都合な行為を行

った者 

（懲戒の内容） 

第21条 前条の懲戒処分の内容は、役員（監事を除く。以下本条及び次条において同

じ。）又は職員の情状により次のとおりとする。 

（1）役員については、戒告に処することがある。ただし、自主申告による報酬減額を妨

げない。 

（2）職員については、就業規則に従い戒告、譴責、減給、出勤停止、降職・降格、諭旨

退職又は懲戒解雇とする。 

（懲戒処分の決定） 

第22条 前条の懲戒処分は、役員については理事会が決議し、職員については、懲罰委員

会の決定を受けて理事長がこれを行う。 

 

第５章 雑則 

 

（緊急事態通報先一覧表） 

第22条 各部署責任者は、緊急事態の発生に備えて、緊急事態発生時通報先一覧表（以下

「一覧表」という。）を作成し、この内容を関係者に周知徹底しなければならない。 

２一覧表は、その内容が常に最新のものとなるよう更新を行うものとする。 

所在又は通報先を明らかにしておかなければならない。 

（改廃） 

第23条この規程の改廃は、理事会の決議による。 

 

附則 

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日から施行する。 

 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

監事監査規程 

 

第1章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」と

いう。）における監事の監査に関する基本的な事項を定めたものであり、監事の監査は、

法令及び定款に定めるもののほかはこの規程による。 

（基本理念） 

第２条 監事は、この法人の機関として、理事との相互信頼の下に、公正不偏の立場で監

査を行うことにより、この法人の健全な経営と社会的信頼の向上に努め、その社会的責任

の遂行に寄与するものとする。 

（職責） 

第３条 監事は、理事の職務の執行又は職員の業務の遂行を監査する。 

（理事等の協力） 

第４条 理事及び職員は、監事による法令、定款及びこの規程に定める業務の遂行に協力

するものとする。 

２理事又は理事会は、監事の職務のために必要な体制の整備に留意する。 

 

第２章 監査の実施 

 

（監査の実施） 

第５条 監事は、次に掲げる監査事項について、調査、閲覧、立会、報告の聴取等により

監査を行うものとする。 

（1）通常総会、理事会が定款に基づき開催されているかの状況 

（2）財産の状況 

（3）事業報告書の提出期限 

（4）その他法令、定款又はこの法人の規程に定める事項 

２監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、又はこの法人の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

（会議への出席） 

第６条 監事は、理事会に出席し、必要があると認めるときは、意見を述べなければなら

ない。 

2監事は、理事会又は評議員会に出席できなかった場合には、出席した理事から、その審

議事項について報告を受け、又は議事録、資料等の閲覧を求めるものとする。 



3監事は、理事会以外に開催される重要な会議に出席し、意見を述べることができる。 

 

第3章 報告、意見陳述等 

 

（理事会への報告等） 

第７条 監事は、理事又は職員が不正の行為をし、若しくは不正の行為をするおそれがあ

ると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実がある

と認めるときは、遅滞なく、その旨を理事会に報告しなければならない。 

２監事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、理事長（理事長に

事故があるとき又は理事長が欠けたときは各理事）に対し理事会の招集を請求することが

できる。 

３前項の請求をした監事は、当該請求から5日以内に、当該請求があった日から2週間以内

の日を理事会の日とする。理事会の招集の通知が発せられない場合は、理事会を招集する

ことができる。 

４監事は、理事に対し、業務の執行に当たり、この法人の業務の適正かつ合理的な運営の

ため、業務の運営又はこの法人の諸制度について、意見を述べることができる。 

（差止請求） 

第８条 監事は、理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反す

る行為をし、又はこれらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によってこの

法人に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対し、その行為の差止めを請

求することができる。 

（理事等からの報告への対応） 

第９条 監事は、理事又は職員から、理事又は職員が不正の行為をし、若しくは当該行為

をするおそれがある、又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実が

あるとの報告を受けた場合、調査等の必要な措置を講ずるものとする。 

（会計方針等に関する意見） 

第１０条 監事は、理事が会計方針又は計算書類及びその附属明細書の記載方法を変更す

る場合には、あらかじめ変更の理由について報告するよう求めることができる。 

２監事は、会計方針又は計算書類及びその附属明細書の記載方法について疑義又は意見が

あるときは、理事に意見を述べなければならない。 

 

第４章 監査報告 

 

（財務諸表等の監査） 

第１1条 監事は、理事長から財務諸表等及び事業報告を受領し、これらの書類について

監査する。 



（監査報告） 

第１2条 監事は、日常の監査を踏まえ、前条の監査を経て、法令の規定に従い、監査報

告を作成する。 

２前項の監査報告には、作成年月日を付し、記名押印をするものとする。 

３監事は前2項の規定により作成した監査報告を、理事に提出する。 

（改廃） 

第１3条 この規程の改廃は、監事全員の合意により行い、理事会に報告する。 

 

附則 

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日から施行する。 
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

職員給与規程 
 

 

第１章  総則 

 

第１条 （目的） 

この規程は、就業規則第２６条に基づき、職員の賃金、昇給ならびに賞与に関する事項

を定める。 

 

第２条 （賃金の種類） 

賃金は次のとおり分類する。 

①基本給 

②職務給 

③資格手当 

④家族手当  

⑤通勤手当 

 

第３条 （締切日および支払日） 

賃金は、前月１日より前月末日までの期間について計算し、当月１０日に支払う。ただ

し、支払日が休日に当たるときは、その前日に支給する。 

 

第４条 （非常時払） 

次の各号の一に該当する場合は、前条の規定にかかわらず、既往の勤務に対する賃金を

支給する。 

① 本人が死亡したとき 

② 本人が退職し、または解雇されたとき 

③ 本人または配偶者の出産のための費用に当てるとき 

④ 災害および負傷疾病など非常の場合の費用に当てるとき 

⑤ その他、当法人がやむを得ないと認めたとき 

 

第５条 （賃金の支払） 

賃金は、通貨支払いか本人の指定する金融機関の口座へ振込むものとする。 

 

第６条 （賃金控除） 

次の各号に定められたものは、前条の規定にかかわらず賃金より控除する。 

第７条 ① 源泉所得税 

② 住民税 

③ 健康保険料 

④ 厚生年金保険料 

⑤ 介護保険料 

⑥ 雇用保険料 

⑦ 従業員との書面契約によるもの 

 

 

 

 第２章  賃金体系 
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第８条 （基本給） 

基本給は、年齢に基づいて決定する。 

 

第９条 （職務給） 

職務給は職務に応じて決める。 

 

 

第１０条 （家族手当） 

家族手当は、扶養家族を有する職員に対して、月額で次のとおり支給する。 

  (１) 配偶者   １０，０００円 

  (２) 子女    １０，０００円 

  開始／誕生月より支給開始 

              終了／満 20 歳の誕生月の翌月より支給終了 

              ただし、子女が学生の身分の場合、卒業年度の 3 月か、満 22 歳を過

ぎた翌年の 3 月より支給終了 

第１１条 （通勤手当） 

通勤にかかる交通費を全額支給する。 

 

第１２条 （割増賃金） 

所定労働時間外、所定の休日および深夜業に労働した場合は、労働基準法第３７条に基

づき計算した割増賃金を支払う。 

 

 

 

第３章 昇給 

 

 

第１３条  （昇給） 

昇給は、原則として、毎年１０月に当法人の業績および各人の能力、技能、勤務成績、

貢献度等を勘案のうえ行う。ただし、当法人の業績により、これが困難な場合は、昇給

を行わないことがある。 

 

 

 

第４章  賞与 

 

第１４条  （賞与） 

賞与は年２回、７月および１２月に当法人の業績に応じて支給することがある。 

 

第１５条  （賞与の支給資格） 

賞与の支給資格者は、勤続期間が６ヶ月以上で、かつ賞与支給日に在籍するものとする。 

 

第１６条  （賞与の算定方法） 

賞与の算定方法は、職員の職務内容・勤務成績・出勤状況等を考慮して定める。 

 

 

 

付 則 
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１.この規程は、平成２４年６月１日より実施する。 

２.この規程を改廃する場合は、職員代表の意見を聴いて行う。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

経理規程 

 

第1章 総則 

 

（目的） 

第1条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」と

いう。）の会計処理及び出納管理に関する基準を定め、会計経理業務を迅速かつ適正に処

理し、この法人の収支の状況、財産の状況を明らかにして、能率的運営と活動の向上を図

ることを目的とする。 

（適用範囲） 

第2条 この法人の会計に関する事項は、定款に定めのある場合のほか、この規程を適用

する。 

（会計処理の原則） 

第3条 会計の処理および手続きは、特定非営利活動促進法第27条各号に掲げる原則に従

って行うものとする。 

（会計年度） 

第4条 会計年度は、定款に定める事業年度にしたがい、毎年6月1日から翌年5月31日ま

でとする。 

（会計の区分） 

第5条 会計の区分は次のとおりとする。 

（1）特定非営利活動に係る事業に関する会計 

（2）その他の事業に関する会計 

（会計責任者） 

第6条 会計責任者は専務理事とする。 

（規程外事項） 

第7条 この規程に定めない事項については、専務理事および常務理事において協議し、

理事長の決裁を得て行うものとする。 

（規程の改廃） 

第8条 この規程を改廃する場合には、専務理事の上申にもとづいて理事会の決定を受け

なければならない。 

（細則） 

第9条 この規程の施行に関する細則は、別にこれを定める。 

  



第2章 勘定科目および帳簿組織 

 

（勘定科目） 

第10条 収支計算書における勘定科目は別に定める。 

（会計帳簿） 

第11条 各会計の会計帳簿は、これを主要簿および補助簿とする。 

（主要簿） 

第12条 主要簿とは、次に掲げるものをいう。 

（1）仕訳帳 

（2）総勘定元帳 

（補助簿） 

第13条 補助簿とは、次に掲げるものをいう。 

（1）現金預金出納帳 

（2）借入台帳 

（3）会員台帳 

（4）固定資産台帳 

（5）寄付金台帳 

（6）収益事業売上台帳 

（帳簿の照合） 

第14条 補助簿の金額は、毎月末日に総勘定元帳の金額と照合しなければならない。 

（帳簿の更新） 

第15条 帳簿は、原則として会計年度ごとに更新する。 

（帳簿書類の保存期間） 

第16条 会計関係書類の保存期間は、次のとおりとする。ただし、法令が定める期間がこ

れを超えるものについては、その定めによる。 

<10年> 

（1）決算書類 

（2）予算書 

（3）会計帳簿 

（4）契約書・証憑書類 

<5年> 

（5）その他の書類 

①保存期間は、会計年度終了のときから起算する。 

②保存期間経過後に会計関係書類を処分するときには、専務理事の承認を得なければ

ならない。 

  



第3章 金銭出納 

 

（金銭の範囲） 

第17条 この規程で金銭とは、現金および預貯金をいい、現金とは通貨のほか、随時に通

貨と引き換えることができる小切手・証書などをいう。 

（出納責任者） 

第18条 金銭の出納・保管については、出納責任者をおくものとする。 

2.出納責任者は事務職員とする。 

（金銭の出納） 

第19条 金銭の出納はこの法人の定めた証憑類により、出納責任者が行い、証憑のない入

出金は一切行わない。 

（金銭出納における証憑類） 

第20条 金銭出納に関する証憑類は以下のものとする。 

（1）支払請求書 

（2）領収書 

（3）仮払申請書 

（4）旅費交通費（概算・清算）請求書 

（5）謝金支払明細 

（6）その他専務理事が認めたもの 

（取引金融機関の指定） 

第21条 この法人が取引する金融機関は、専務理事の上申にもとづいて理事長が決定す

る。 

（手許保有金） 

第22条 事務所には日々の小口支払いのために現金を保有することができる。 

（手許保有金の限度） 

第23条 事務所の手許保有金の限度は10万円とし、それ以上は速やかに取引金融機関口

座へ入金する。ただし、やむを得ぬ事情により限度額を超えて保有する場合は、会計責任

者の判断により認める。 

（仮払いの原則） 

第24条 仮払いは各部署の責任者が翌月の必要経費の計画書を会計責任者に提出する 

（仮払申請書） 

第25条 計画書を基に「仮払申請書」を記入し、会計責任者の決裁を受ける。 

（仮払いの清算） 

第26条 仮払いを受けた部署は、支出の詳細を現金出納帳に記載し月末に、部署責任者と

会計担当で残金を突合し、会計責任者の確認をとる。 

 



第4章 固定資産 

 

（固定資産の範囲） 

第27条 固定資産とは、耐用年数1年以上で、かつ、取得価格10万円以上の有形固定資

産およびその他の資産とする。 

（取得価格） 

第28条 固定資産の取得価格は次の各号による。 

（1）購入に係るものは、その購入価格に付帯費用を加算した額。 

（2）贈与によるものは、そのときの適正な評価額 

（固定資産の購入） 

第29条 固定資産の購入に際しては、会計責任者および理事長の決裁を受けなければなら

ない。 

（固定資産の管理責任者） 

第30条 固定資産の管理責任者は専務理事とする。 

（固定資産の管理） 

第31条 固定資産の管理責任者は、固定資産台帳を設けて、その保全状況および移動につ

いて記録し、移動・毀損・滅失のあった場合は理事長に報告しなければならない。 

（登記および担保） 

第32条 固定資産のうち、不動産登記を必要とする場合は登記し、損害のおそれのある固

定資産は、適正額の損害保険を付さなければならない。 

（減価償却） 

第33条 

有形固定資産のうち、土地および建設仮勘定を除き、毎会計年度、定率法により減価償却

を実施するものとする。 

 

第5章 予算 

 

（予算の目的） 

第34条 予算は、各会計年度の事業計画を明確な計数的目標をもって表示し、もって、事

業の円滑な運営を図ることを目的として、収支の合理的な規制を行うものである。 

（予算編成） 

第35条 予算は事業計画案に従って立案し、調整及び編成は会計責任者と理事長において

行う。 

2.予算の決定は、理事会の議決による。 

 （予算の執行） 

第36条 予算の執行にあたって、科目相互間の予算の流用は会計責任者の承認を得なけれ



ばならない。 

 （予算の補正） 

第37条 予算の補正を必要とするときは、理事長は補正予算を作成して、理事会の承認を

得なければならない。 

 

第6章 決算 

 

（決算の目的） 

第38条 決算は、一定期間の会計記録を整理し、当該期間の収支を計算するとともに、そ

の期末の財政状態を明らかにすることを目的とする。 

（計算書類の作成） 

第39条 会計責任者は、毎会計年度終了後、速やかに、次の計算書類を作成し理事長に提

出しなければならない。 

（1）事業報告書 

（2）収支計算書 

（3）貸借対照表 

（4）財産目録 

2.計算書類は監事の監査を受け総会の承認を得なければならない。 

 

附則 

この規程は、令和1年9月1日より施行する。 

 



 
 

 

特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

事務局規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」と

いう。）定款第 53 条の定めにより、事務局の設置と運営に関する必要な事項を定めるこ

とを目的とする。  

（設置）  

第２条 この法人に事務局を設置する。  

（選任） 

第３条 事務局長及び事務局員の選任は、理事長がこれを任免する。 

（事務局の構成）  

第４条 事務局は事務局長と事務局員もって構成する。 

（１）事務局長は理事が兼務できる 

（２）事務局長は１名 

（３）事務局員は必要に応じて置く 

２（３）についてはその都度理事会で決める。 

（会議の開催）  

第５条 事務局は定例の会議を開催する。 

２前項の定めにかかわらず、事務局会議は、事務局長または理事長の要請により、その都

度開催することが出来る。 

３事務局会議開催は、理事長に事前に通知する。 

４会議の議長は事務局長が務める。 

（会議の出席範囲）  

第６条 事務局会議の出席範囲は事務局、理事とする。 

（事務局の権能）  

第７条 理事長及び理事会は次の事項について事務局に委嘱する事が出来る。  

（１）会員の入会審査  

（２）会費納入遅延会員に対する対処  

（３）予算の執行  

（４）事務局の組織及び運営並びに職員に関する各種の規程の作成および改定  

①事務処理規則  

②就業規則  

③職員給与規程  

④退職手当規程  

⑤旅費支給規程  



 
 

 

⑥慶弔見舞金支給規程  

⑦その他の必要な規程  

（事務局員の採用）  

第８条 理事会は次の事項について審査する。 

（１）事務局員の採用に関すること  

（２）事務局員の賞罰に関すること  

（３）事務局員の勤務評価および給与等に関すること  

（雑則） 

第 9 条 この細則に定めのない事項については、理事長が理事会に諮って別に定める。 

 

附則  

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日から施行する。  

  

 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

社員総会議事運営規程 

（目的） 

第１条 本規程は、定款第 19 条の規定に基づき、社員総会の議事運営を定めることを

目的とし、本規程によって社員総会の議事運営を行う。 

（資格） 

第２条 社員総会には、定款で定める社員である正会員でなければ出席することはでき

ない。 

（委任状） 

第 3条 社員が他の出席する社員に代理人として代理権を証する委任書面（以下「委任

状」と言う。）を提出した場合の取扱いは、次のとおりとする。 

(1) 委任状は、任意の様式とし、社員総会の日時の直前の業務時間終了時までに法人本

部に到着するように送付するものとする。 

(2) 委任状により委任した社員（以下「委任者」と言う。）の署名がないときは、その委

任状は無効とする。ただし、委任者に身体上の欠陥によって自ら署名できないときは、

親族等介護者の代理署名を認める。 

(3) 委任状における委任された社員（以下「受任者」と言う。）の表示は、呼出符号及び

氏名をもって行い、他の表示は無効とする。 

(4) 受任者が委任された委任状をもって再度他の社員に委任することはできない。 

(5) 受任者を指定しないもの及び受任者の承諾を得ていない委任状は、無効とする。 

（成立） 

第 4条 社員総会の成立は、定款の定めによる。 

２ 定款第 25 条第 1 項の規定にしたがって、出席した社員及び委任者の総数をもっ

て、社員の 2分の 1以上が出席した場合に成立する。 

３ 前項の規定に係わらず、受任者が社員総会を欠席したときは、定足数に算入しては

ならない。 

（議長） 

第 5条 議長は、出席社員の中から 1 人を選出する。 

第 6条 議長は、社員総会開催中、議事運営の最高責任者であり、本規程にしたがって

常に公正な立場で議事の運営を行わなければならない。 

第 7条 議長の任務は、次のとおりとする。 

(1) 総会の成立を宣告し、定足数が満たない場合には解散を宣言すること。 

(2) 議事日程及び議事進行に係る注意事項を通告すること。 

(3) 書記の指名をすること。 

(4) 議事録署名人の指名をすること。 

(5) 議事進行に関する動議を受け付けること。 



(6) 質疑応答その他質問が終了したと認めたときは、その旨を確認した後、質問の打ち

切りを宣言し、一切の発言を禁止すること。 

(7) 採決に当っては、内容を出席社員に明瞭に伝え、採決の結果は明確に発表すること。 

(8) 議事日程が終了したときは、その旨を出席社員に伝え、議事の全日程の終了宣言を

すること。 

（議事録） 

第 8 条 議事録は、定款第 28条第 1 項の規定に従って作成する。 

（議事録署名人） 

第 9 条 議長は、議事録の公正を確保するため、議事録署名人 2 人以内を出席社員の

中から指名する。 

２ 議事録署名人は、作成された議事録の公正さ、事実関係との相違がないことを確認

しなければならない。 

（質問及び意見） 

第 10 条 社員総会で質問しようとする社員は、予め社員総会の 7 日前までに準備書

面をもって質問を会長あてに提出すれば優先して回答を受けることができる。 

２ 質問及び意見（以下、「質問等」と言う。）は、議長の指示に従って行う。 

３ 発言の際は、連盟の発行する呼出符号胸章を胸につけ、呼出符号及び氏名を名乗ら

なければならない。 

４ 質問等は、社員総会議案に沿って、明瞭、かつ、簡潔に行わなければならない。 

５ 質問等は、議長に対して行い、直接出席者間で行ってはならない。 

６ 発言者の発言中は、他の出席社員は議長に発言許可を求めてはならない。 

７ 役員の個人に係る質問若しくは個人の中傷及び誹謗に係る発言は厳に禁止する。 

（決議方法） 

第 11 条 議案の決議は、議長が次の採決方法の中から当該事案に最も適切と考える方

法をとって行う。 

(1) 口頭 

(2) 拍手 

(3) 挙手 

(4) 投票 

２ 前項の採決は、出席社員をもって行う。ただし、挙手及び投票による採決の際には、

出席社員の議決権数及び委任状の数を含める。 

３ 議長は、社員として採決に加わることはできない。ただし、採決の結果、可否同数

の場合は、議長の決するところによる。 

４ 社員総会での議決権の行使は、「本人の出席」、「委任状の提出」の順で優先すること

とし、二重に行使しようとした場合は、下位のものを無効とする。 

 



付 則 

この規程は、令和 1年 9月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

情報公開規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下、「この法人」

という。）が、特定非営利活動促進法第28条の定めるところにより、情報公開に関し基本

的対応事項を定めることを目的とする。 

（この法人の責務） 

第２条 この法人は、この規程の解釈及び運用に当たっては、原則として、一般に情報公

開することの趣旨を尊重するとともに、個人情報保護登録事業者として、関連の規定を遵

守することで、事業活動を円滑に推進しなければならない。 

（利用者の責務） 

第３条 第6条に規定する情報公開の対象書類を閲覧ないしは謄写した者は、これによっ

て得た情報を、この規程の目的に即して適正に使用するとともに、個人に関する権利を侵

害することのないよう努めなければならない。 

（情報公開の方法） 

第４条 この法人は、情報公開の対象に応じ、公表、書類の事務所備え置き並びにインタ

ーネットの方法により行うものとする。 

（書類の事務所備え置き） 

第5条 この法人は、第1条に述べた法令の規定に従い、書類の事務所備え置きを行い、正

当な理由を有する者に対し、その閲覧ないしは、その一部を謄写させるものとする。 

（事務所備え置きの書類） 

第6条 前条の事務所備え置きの対象とする書類は、下記のものとする。 

（1）事業報告書・事業計画書（過去5年分） 

（2）活動計算書・活動予算書（過去5年分） 

（3）貸借対照表（過去5年分） 

（4）財産目録（過去5年分） 

（5）年間役員名簿（前事業年度において役員だった者の氏名及び住所又は居所並びに各

役員についての報酬の有無を記載した名簿・過去5年分） 

（6）理事会・社員総会の議事録（過去5年分） 

（7）社員のうち10人偉業の者の氏名等を記載した書面（過去5年分） 

（8）役員名簿 

（9）定款 

（10）認証書の写し（認証に関する書類の写し） 

（11）登記事項証明書の写し 

（閲覧場所及び閲覧日時） 



第7条 この法人の事務所備え置きの対象とする書類の閲覧場所は、主たる事務所とす

る。 

２閲覧の日は、この法人の休日以外の日とし、閲覧の時間は、業務時間のうち午前10時か

ら午後3時までとする。ただし、当法人は、正当な理由があるときは閲覧希望者に対し閲

覧日時を指定することができる。 

（閲覧等に関する事務） 

第8条 閲覧希望者から第6条に掲げる書類の閲覧等の申請があったときは、次により取り

扱うものとする。 

（1）別紙閲覧（謄写）申請書に必要事項の記入を求め、発送、FAX、電子メールのい

ずれかにより提出を受ける。 

（2）閲覧は、この法人が申請書を受領した日より30日以内に行うこととする。 

（3）閲覧した者ないしは謄写を希望する者から謄写の請求があったときは、実費負担を

求め、これに応じる。 

（その他） 

第9条 この規程に定めるもののほか、情報公開に関し必要な事項は理事長が理事会の決

議を経てこれを定める。 

（管理） 

第10条 この法人の情報公開に関する事務は、事務局が管理する。 

（改廃） 

第11条 この規程の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

附則 

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日より施行する。 
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第１章  総則 

 

第１条 （目的） 

この規程は、就業規則第２６条に基づき、職員の賃金、昇給ならびに賞与に関する事項

を定める。 

 

第２条 （賃金の種類） 

賃金は次のとおり分類する。 

① 基本給 

② 自己評価給  

③ 役職手当 

④ 家族手当  

⑤ 通勤手当 

⑥ 宿直・宿泊指導手当 

 

第３条 （締切日および支払日） 

賃金は、前月１日より前月末日までの期間について計算し、当月１０日に支払う。ただ

し、支払日が休日に当たるときは、その前日に支給する。 

 

第４条 （非常時払） 

次の各号の一に該当する場合は、前条の規定にかかわらず、既往の勤務に対する賃金を

支給する。 

① 本人が死亡したとき 

② 本人が退職し、または解雇されたとき 

③ 本人または配偶者の出産のための費用に当てるとき 

④ 災害および負傷疾病など非常の場合の費用に当てるとき 

⑤ その他、当法人がやむを得ないと認めたとき 

 

第５条 （賃金の支払） 

賃金は、通貨支払いか本人の指定する金融機関の口座へ振込むものとする。 

 

第６条 （賃金控除） 

次の各号に定められたものは、前条の規定にかかわらず賃金より控除する。 

① 源泉所得税 

② 住民税 

③ 健康保険料 

④ 厚生年金保険料 

⑤ 介護保険料 

⑥ 雇用保険料 

⑦ 従業員との書面契約によるもの 
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 第２章  賃金体系 

 

第７条 （基本給） 

基本給は、採用時の労働市場、経験等を考慮して金額を決定する。 

 

第８条 （自己評価給） 

自己評価給は、前年（入職翌年より適用）に職員から提出された「自己目標シート」を

基準とし、管理者との面談を経たのち、当年の「自己評価点数」を申告、点数合計に 1

点 50 円を掛けた金額を支給する。 

 

第９条 （役職手当） 

各部署の責任者として任命された職員には、役職手当を支給する。   

    

第１０条 （家族手当） 

家族手当は、扶養家族を有する職員に対して、月額で次のとおり支給する。 

  (１) 配偶者   １０，０００円 

  (２) 子女    １０，０００円 

  開始／誕生月の翌月より支給開始 

              終了／満 20 歳の誕生月の翌月より支給終了 

              ただし、子女が学生の身分の場合、卒業年度の 3 月か、満 22 歳を過

ぎた翌年の 3 月より支給終了 

第１１条 （通勤手当） 

通勤にかかる交通費を全額支給する。 

 

第１２条 （宿直・宿泊指導手当） 

宿直の業務に従事した者に対しては、各人毎に定める宿直手当を、所定労働時間外（法

定外休日を含む）、深夜業に労働した対価として支払う。 

 

第１３条 （割増賃金） 

所定労働時間外（法定外休日含む）、法定の休日および深夜業に労働した場合は、労働基

準法第３７条に基づき計算した割増賃金を支払う。 

 

第 14 条 （不就業の賃金計算） 

       欠勤その他により就業しない日および遅刻、早退、その他により就業しない時間に対し

次の計算により控除する。 

＜基本給が月額で定められている者＞ 

        ① 欠勤、その他により就業しない日   

         基準内賃金÷月平均所定労働日数×欠勤日数 

       ② 遅刻、早退、その他により就業しない時間 

         基準内賃金÷月平均所定労働時間×遅刻早退時間 

＜基本給が日額で定められている者＞ 

       ① 欠勤、その他により就業しない日 

        （基本給×欠勤日数＋手当÷月平均所定労働日数）×欠勤日数 

       ② 遅刻、早退、その他により就業しない時間 

  （基本給÷１日の所定労働時間＋手当÷月平均所定労働時間）×遅刻早退時間）  

＜基本給が時間額で定められている者＞ 
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   ① 欠勤、遅刻、早退、その他により就業しない時間 

     （基本給＋手当÷月平均所定労働時間）×欠勤遅刻早退時間 

 

第 1５条 （中途退職者、退職者および復職者、休職者等の賃金計算） 

       賃金計算期間の中途において入・退社又は復職、休職等した者の賃金の計算は日割

計算とし、賃金計算期間中の実労働日数相当額を支給する。 
 

 

第３章 昇降給 

 

 

第 16 条 （昇降給） 

昇降給は、原則として、毎年１０月に当法人の業績および各人より提出された「自己評

価シート」、貢献度等を勘案のうえ行う。ただし、当法人の業績により、これが困難な場

合は、昇給を行わないことがある。 

 

 

 

 

第４章  賞与 

 

第１７条  （賞与） 

賞与は年２回、７月および１２月に当法人の業績に応じて支給することがある。 

 

第１８条  （賞与の支給資格） 

賞与の支給資格者は、勤続期間が６ヶ月以上で、かつ賞与支給日に在籍するものとする。 

 

第１９条  （賞与の算定方法） 

賞与の算定方法は、職員の職務内容・勤務成績・出勤状況等を考慮して定める。 

 

 

 

 

付 則 

 

 

１.この規程は、平成２４年６月１日より実施する。 

 

２.この改正規程は、平成２８年 ４月 １日より実施する。 

 

３.この改正規程は、令和 ３年１１月 １日より実施する。 

 



 

 

特 定 非 営 利 活 動 法 人 青 少 年 自 立 援 助 セ ン タ ー  

内 部 通 報 規 程 

 

 

（目  的） 

第 １ 条 本規程は、職員等から第３条に定める窓口に対しなされる法令違反行為、倫理

上問題のある行為、規程違反等コンプライアンス上問題のある行為（その恐れのある行為

を含む。以下「違反行為等」という。）に関する相談または内部通報の適正な処理のしくみ

を定めることにより、違反行為等の早期発見とその是正、解決を通じて当法人のコンプラ

イアンス経営に資することを目的とする。 

（制度の利用者） 

第 ２ 条 本規程に基づき前条の相談および内部通報を利用できる職員等とは、理事、正

規職員、契約職員、パートタイマー、ボランティアとし、実際にこれを行う者を通報者と

呼称する。 

（窓  口） 

第３条 職員等からの内部通報窓口責任者は、専務理事とする。 

２ 違反行為等の該当非該当の確認等に係る相談窓口の担当者は、支所責任者とする。 

（通  報） 

第４条 職員等は、違反行為等が発生し、またはその恐れがあると判断した場合には、す

みやかに前条の窓口に通報または相談するよう努めるものとする。 

（通報の方法） 

第５条 通報窓口および相談窓口の利用方法は、直接面会によるほか、電話・FAX・電子

メール・通常文書により行う。 

２ 窓口の利用に際しては、内部通報、相談のいずれかであることおよび、氏名、所属部

署を明らかにして行わなければならない。 

３ 通報または相談を受けた窓口責任者は、直接面会の場合以外それらの情報を受け付け

た旨を、すみやかに通報者に通知する。 

４ 窓口責任者は通報者の同意がある場合を除き、通報者の特定できる情報を秘して理事

長に通報内容を伝達する。 

（通報の誠実性） 

第６条 通報者は、事実に反することを知って行う通報、個人的利益をはかる目的、誹謗・

中傷を目的とする通報、その他不正の目的を持った誠実性に欠ける通報を行ってはならな

い。不正の目的による通報は本規程に基づく通報には該当しないものとする。 

２ 前項の通報については、事案により懲戒処分を適用することがある。  

（調査の必要性等の判断） 

第７条 理事長は、窓口責任者から内部通報の内容について情報を受領したときは、すみ

やかに当該通報内容に関する調査の必要性の有無、その他通報に関する対応を決定する。 

２ 理事長は、通報内容に関する調査を行わないことを決定した場合は、理由を明らかに

してその旨を窓口責任者に告知しなければならない。 



 

 

（調  査） 

第８条 通報された内容に関する事実関係の調査は、窓口責任者および理事長が指名する

者（以下、「調査チーム」という。）が、適当と判断される方法により行うものとする。  

（協力義務） 

第９条 理事、職員等は通報された内容の事実関係の調査に協力を求められた場合、調査

に協力しなければならない。 

２ 前項の調査に協力を求められた者は、事実の隠蔽、歪曲もしくは虚偽の証言等不誠実

な対応をしてはならない 

（調査報告） 

第 10 条 調査担当者は、調査結果をまとめ調査チームとしての評価を付して、「調査報告

書」を理事長に提出しなければならない。 

（対応策の実施） 

第 11 条 調査の結果、違反行為等が確認された場合には、理事長は違反行為等について

是正措置を講じ、損失拡大の防止をはかるとともに、再発防止についても必要な措置を

とらなければならない。 

２ 違反行為等が重大かつ悪質な場合、理事長は必要に応じて関係行政機関への報告、公

益を損なわないための報道機関等を通じての公表をはじめ、関与者の刑事告発等の検討

実施をすみやかに行わなければならない。 

（通報者への通知等） 

第 12 条 窓口責任者は、通報者に対して調査の必要性の有無、調査結果および前条に基

づく対応策の実施について、被通報者（現に不正を行い、または行おうとし、あるいは

すでに行ったとして通報された者）のプライバシーに配慮のうえ、遅滞なく通知するも

のとする。 

２ 通報者は窓口責任者に対し、対応策の進捗・経過等につき問い合わせることができる。  

（法人内処分） 

第 13 条 内部通報による調査の結果、違反行為等が確認された場合、法人は当該違反行

為等の関与者に対し、就業規則第 41 条の定めるところにより、懲戒処分を行う。  

（通報者等への不利益取扱いの禁止） 

第 14 条 通報者あるいは相談者は窓口に通報または相談したことを理由として、解雇そ

の他一切の不利益取扱いも受けない。 

２ 理事および支所責任者は、職員等が通報、相談を行ったことを理由として、当該職員

等に対しいかなる不利益取扱いもしてはならない。 

３ 理事長および専務理事は、通報、相談を行った職員がそのことを理由に不利益な取扱

いを受けていないか監視、監督する義務を負う。 

４ 理事長は、通報者、相談者への不利益取扱いを確認した場合は、ただちに是正措置を

とらなければならない。 

５ 理事長は、通報、相談を行った職員への不利益取扱い、嫌がらせ等の行為者（通報者、

相談者の上司、同僚等を含む）に対しては、実情に即し就業規則に基づいて懲戒処分を

行うことができる。 



 

 

（守秘義務） 

第 15 条 本規程に定める業務に携わる者、被調査者その他通報、相談等の事案に関与し

たすべての者（通報者、相談者を除く）は、当該事案に関する内容、調査結果その他の

情報（個人情報を含む）を正当な理由なく第三者に開示してはならない。ただし、次の

各号により開示する場合はその限りではない。 

⑵  法令に基づき開示する場合 

⑵ 調査または対策をとるために、やむを得ず当該事案に関する情報開示が必要であると

理事長が判断した場合 

２ 前項ただし書きに基づき通報者等の情報を開示する場合は、あらかじめ本人に通知す

るものとする。 

（通報者等の守秘義務） 

第 16 条 通報者、相談者は、通報または相談の内容を正当な理由なく第三者に開示して

はならない。窓口担当者から得た情報等についても同様とする。 

（通報妨害・調査妨害の禁止） 

第 17 条 本規程の運用に関し、何人も以下に掲げる行為をしてはならない。  

⑴ 通報または相談に関する証拠の毀損、隠蔽、改ざん、その他調査の妨げとなる行為  

⑵ 内部通報または相談しようとすることを妨げる行為（通報、相談をしないように説

得することを含む） 

（相談または通報を受けた者の対応） 

第 18 条 窓口担当者に限らず、通報または相談を受けた者（通報者等の支所責任者、他

の上位職者、同僚等を含む）は、本規程の趣旨に則り、誠実に対応しなければならない。 

 

付則 

 

1.この規程は、令和 1 年 9 月 1 日より施行する。  



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

文書管理規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法

人」という。）の文書の保存および管理に関し、必要な事項を定めたものである。 

（適用文書の範囲） 

第２条 この規程の適用を受ける文書は、決算書類・契約書・諸規程・決議書類並び

に会計に関する書類・議事録・証憑書類、その他一切の業務文章であって、一定期間

保存を要するものをいう。 

（区分） 

第３条 文書は以下のとおり区分するものとする。 

（1）重要書類 

官公庁からの文書等で前号以外のもの 

（2）普通文書 

前各号以外の一般文書 

（決済手続き） 

第4条 文書の起案は、各部署の責任者が作成するものとする 

2前項の規定により起案した文書は、理事長の決済を受けるものとする 

（文書の保存期間） 

第5条 文書の保存期間は、法令その他特別に定めのある場合のほか、帳簿はその閉

鎖のとき、その他の文書は編綴のときから起算し、以下の3種類に区分する。 

（1）永久保存 

（2）５年保存 

（3）１年保存 

（保存の方法） 

第6条 一定の事務処理を終えた文書はすみやかに編綴するものとし、編綴は一般文

書の場合は暦年ごとに、また経理関係文書は会計年度ごとに会計担当が行うものと

し、文書名・保存期間・保存の始期および終期・その他文書保存に必要な事項を明記

し、保存しなければならない。 

２保存文書は、特に各部門に備えつけを必要とする場合の他は、本部書庫にて管理す

るものとする。 

（保存文書目録） 

第7条 保存文書の区分・保存期間・保存方法を一覧表にまとめた保存文書目録は、

文書管理責任者（専務理事）が作成するものとする。 

（非常持ち出し） 



第8条 重要文書のうち、特定したものは指定場所に保管し、非常の際は他の書類に

先んじて持ち出しができるよう「非常持出」の表示を朱記しておかなければならな

い。 

（廃棄） 

第9条 保存期間を経過した保存文書は廃棄する。ただし、廃棄時において理事長と

専務理事が協議の上、特に必要と認められたときは保存期間を延長することができ

る。 

２保存期間内の文書であっても保存の必要がなくなったものについては、前項の手続

きを経て廃棄することができる。 

３廃棄処分にした文書は、保存文書目録に廃棄年月日を記入しておかなければならな

い。 

（廃棄処分の方法） 

第10条 廃棄処分を決定した文書は、当該文書の内容を考慮して、焼却、裁断などの

処分をする。 

 

附則 

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

役員報酬規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、法人の理事長、専務理事（以下、「役員」という。）に対して毎月支給

する報酬（以下、「月額報酬」という。）、その他の報酬の取扱いに関する基本事項を定める

ものである。 

２この規程に定めのない事項については、法令ならびに定款あるいは理事会の決定に従う

ものとする。 

（報酬の体系） 

第２条 役員の報酬は月額報酬の他、役員賞与および役員退任慰労金により構成する。 

２月額報酬は、常勤・非常勤の役員とも、役員報酬の中に手当等他の報酬を含めるものとす

る。 

（月額報酬の決定方法） 

第３条 役員の月額報酬は、世間水準および法人業績や、従業員給与とのバランスを考慮し

て、次の方法により決定する。 

（１）理事長の報酬は、理事会で決定した報酬総額の限度内において理事長が決定する。 

（２）専務理事の報酬は、理事会で決定した報酬総額の限度内において理事長が決定する。 

（役位変更等の場合における報酬の取扱い） 

第４条 上位の役位に昇任した場合の月額報酬は、前任者の報酬額および従前の役位で支

給されていた報酬額等を斟酌の上、前条に準じた方法で決定する。 

２下位の役位に降任した場合の月額報酬は、前条に準じた方法で決定する。 

（就任または退任等の場合における報酬の取扱い） 

第５条 報酬計算期間の途中で新たに役員に就任した場合、または退任・解任等の場合にお

ける当該計算期間の月額報酬は日割計算等を行わず１ヶ月分を支給する。 

（職員兼務役員の報酬） 

第 6 条 理事長、専務理事が職員の職務を兼務しているときは、その兼務の状況によって、

役員報酬と従業員給与に区分して支給する場合がある。 

（長期欠勤者の報酬） 

第 7 条 病気療養等のため、やむを得ない事情で長期欠勤中の役員の月額報酬は、原則と

してその任期中の従前の額とし、任期満了の時点で減額改定する。 

（報酬の改定） 

第 8 条 役員報酬は、原則として任期中は更改しない。ただし、同一人が再任される場合

には、その任期の更改期に報酬額の更改を行うことがある。 

２前項にかかわらず、職員の給与がベースアップされるに伴って、役員報酬との間に著しい

不均衡が発生するような場合には、職員給与のベースアップ時期に合わせて役員報酬の更



改を行うことがある。 

（計算期間ならびに支給日） 

第 9 条 月額報酬の支給計算の期間は毎月 1 日から末日までとする。 

２月額報酬（職員兼務役員の職員部分給与を含む）の支給日は毎月 10 日とする。 

（控除金） 

第１0 条 月額報酬からは、源泉所得税、住民税、社会保険料ならびに会社の立替金等を控

除するものとする。 

（役員賞与） 

第１1 条 会社業績が著しく向上し、計画を上回る利益を計上した場合には、決算期に役員

賞与を支給することがある。ただし、期中に臨時に月額報酬を改定し、賞与の支給に代える

ことがある。 

２役員賞与は、当該期間の各役員の業績への寄与度を斟酌して、第 3 条の方法で決定する。 

（臨時緊急措置） 

第１2 条 会社業績が著しく低迷した場合、または社会的に責任を明らかにすべき事態が

発生した場合などには、理事会の決議によって、報酬の減額・一部カット等の措置を取るこ

とがある。 

 

附則 

この規程は、令和 1 年 9 月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

 

役員および役職員の利益相反防止のための自己申告等に関する規程 

（ 

目的） 

第１条 本規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「当法人」という。） 

の役員および事務局職員の「利益相反に該当する事項」についての自己申告に関し必要な事

項を定めることを目的とする。 

（対象者） 

第２条 本規程は、当法人の役員および事務局職員対して適用する。 

 ２ 本規程でいう役員とは、理事のことを指し、事務局職員とは事務局の役職員をいう。 

（自己申告） 

第３条 役員は、名目又は形態の如何を問わず、その就任後、新たに当法人以外の団体等 

の役職を兼ね、又はその業務に従事すること（以下「兼職等」という。）となる場合には、

事前に理事長に書面で申告するものとする。 

２ 前項に規定する場合のほか、当法人と役員との利益が相反する可能性がある場合 

（当法人と業務上の関係にある他の団体等に役員が関係する（兼職等を除く。）ことによっ

てかかる可能性が生ずる場合を含むが、これに限られない。）に関しても前項と同様とする。 

（申告後の対応） 

第４条 前３条の規定に基づく申告を受けた理事長は、専務理事と連携して申告内容の確認

を徹底した上、申告を行った者が理事および監事である場合には事務局職員の内、理事長が

指名した者が協議の上、必要に応じ、速やかに当該申告を行った者に対して、この法人との

利益相反状況の防止又は適正化のために必要な措置（以下「適正化等措置」という。）を求

めるものとする。 

（申告内容及び申告書面の管理） 

第５条 第３条の規定に基づいて申告された内容及び提出された書面は、事務局にて管理す

るものとする。 

 

付 則 

この規程は、令和 1年 9月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

理事の職務権限規程 

 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」

という。）の定款第 14 条の規定に基づき、理事の職務権限を定め、特定非営利活動法

人としての業務の適法かつ効率的な執行を図ることを目的とする。 

（法令等の順守） 

第 2条 理事は、法令、定款及びこの法人が定める規範、規程等を順守し、誠実に職務

を遂行し、協力して、定款に定めるこの法人の目的の遂行に寄与しなければならない。 

第２章 理事の職務権限 

（理 事） 

第 3条 理事は、理事会を構成し、法令及び定款の定めるところにより、職務を執行す

る。 

（理事長） 

第 4条 理事長の職務権限は、法令、この法人の定款に掲げるもののほか、次のとおり

とする。 

（1） 代表理事としてこの法人を代表し、その業務を総理する。 

（2） 理事会を招集し、議長としてこれを主宰する。 

（専務理事・常務理事） 

第 5条 専務理事・常務理事の職務権限は、法令、この法人の定款に掲げるもののほか、

次のとおりとする。 

（1）専務理事は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき、又は理事長が欠けたと

きは、その職務を代行する。 

（2）常務理事は、理事会の議決に基づき、この法人の常務を分担して処理する。 

第３章 補 則 

（細 則） 

第 6条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に必要な事項は、理事会の決議

により別に定めることができる。 

 

附 則 

付 則 

この規程は、令和 1年 9月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

理事会の運営規程 

 

（種別及び定数） 

 この法人に、次の役員を置く。 

   （１）理事 ９人以上１５人以内 

   （２）監事 １人 

 

（選任等） 

 理事及び監事は、総会において選任する。 

  ２ 理事の中からその互選によって、次の役職者を選任する。 

   （１）理事長 １人 

   （２）専務理事 １人 

      （３）常務理事 １人以上３人以内 

  ３ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは三親等以内   

の親族が１人を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び三親等以内   

の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれることになってはならない。 

  4 他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事

の合計数が理事の総数の 3分の 1を超えてはならない。 

  5 法第２０条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることがで   

きない。 

  6 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。 

 

（職務） 

 理事長は、この法人を代表し、その業務を総理する。 

  ２ 専務理事は、理事長を補佐し、理事長に事故があるとき、又は理事長が欠け    

たときは、その職務を代行する。 

  ３ 常務理事は、理事会の議決に基づき、この法人の常務を分担して処理する。 

  ４ 理事は、理事会を構成し、法令並びにこの定款及び総会の議決に基づき、こ    

の法人の業務を執行する。 

  ５ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

   （１）理事の業務執行の状況を監査すること。 

   （２）この法人の財産の状況を監査すること。 

   （３）前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し、不正       

の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実があることを発見した場合

には、これを総会又は所轄庁に報告すること。 



   （４）前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。 

   （５）理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見      

を述べること。 

 

（任期等） 

 役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ２  補欠のため、又は増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者     

又は現任者の任期の残存期間とする。 

  ３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その    

職務を行わなければならない。 

 

（欠員補充） 

 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補

充しなければならない。 

 

（解任） 

 役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任することができ

る。 

   （１）心身の故障のため、職務の遂行に堪えられないと認められるとき。 

   （２）職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき。 

  ２ 前号の規定により、役員を解任しようとする場合は、議決の前に当該役員に   

弁明の機会を与えなければならない。 

 

（報酬等） 

 役員は、その総数の３分の１以下の範囲内で報酬を受けることができる。 

  ２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 

  ３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

 

（理事会の構成） 

 理事会は、理事をもって構成する。 

 

（理事会の権能） 

 理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。 

   （１）総会に付議すべき事項 

   （２）総会の議決した事項の執行に関する事項 



   （３）その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 

 

（理事会の開催） 

 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

    （１）理事長が必要を認めたとき。 

    （２）理事総数の３分の１以上から理事会の目的である事項を記載した書面       

により招集の請求があったとき。 

 

（理事会の招集） 

 理事会は、理事長が招集する。 

  ２ 理事長は、前条第２号の場合にはその日から１０日以内に理事会を招集しな    

ければならない。 

  ３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した   

書面により、開催日の少なくとも３日前までに通知しなければならない。 

 

（理事会の議長） 

 理事会の議長は、理事長がこれにあたる。 

 

（理事会の議決） 

 理事会における議決事項は、第３２条第３項の規定によってあらかじめ通知した事項と

する。 

  ２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長   

の決するところによる。 

 

（理事会の表決権等） 

 各理事の表決権は、平等なるものとする。 

  ２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事

項について書面をもって表決することができる。 

  ３ 前項の規定により表決した理事は、前条及び次条第１項の適用については、   

理事会に出席したものとみなす。 

  ４ 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に   

加わることができない。 

 

（理事会の議事録） 

 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

   （１）日時及び場所 



   （２）理事総数、出席者及び出席者氏名（書面表決者にあっては、その旨付記      

すること。） 

   （３）審議事項 

   （４）議事の経過の概要及び議決の結果 

   （５）議事録署名人の選任に関する事項 

  ２ 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人２人以上が   

記名押印又は署名しなければならない。 

 

 

付 則 

この規程は、令和 1年 9月 1 日より施行する。 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター 

倫理規程 

 

（目的） 

特定非営利活動法人青少年自立援助センター（以下「この法人」という。）は、「困難を抱

える子ども・若者に真剣に向き合うこと 自由と幸福を前提とした“自立”を

獲得できるよう支援し続けること」の理念の基、この法人の理事、職員が社会

的使命の自覚をもって、事業活動を行うための規範としての倫理規程を制定し、

それを順守するもとのとする。 

（基本的人権の遵守） 

第 1 条 この法人は、すべての人の基本的人権を尊重し、差別や個人の尊厳を

傷つけるような行為は行わない 

（法令等の遵守） 

第 2 条 この法人は、国、関連法令等を遵守し、業務において、常にその重要

性を認識すべく行動する。また、反社会的勢力との一切の関りを排除する。 

（私的利益追求の禁止） 

第 3 条 この法人の役員、職員の全員が、自己又は第三者の私的な利益の追求

に利用されることはない 

（利益相反等の防止及び開示） 

第 4 条 この法人は、役員の利益相反を禁止する。役員には、自己の利益、第

三者への利益供与等の行為を行わないため、社会的責任の自覚を促す 

2 この法人が休眠預金等活用事業を実施する場合、役職員に対し、資金分配団

体との間に利益相反を防ぐため 4 の措置を講ずる 

3 この法人が休眠預金等活用事業を実施する場合、役職員に対し、事業協力団

体との間に利益相反を防ぐため 4 の措置を講ずる 

4 第 4 条 2.3 の措置として、役職員に対し、定期的に、「利益相反に該当する

事項」について自己申告させ、理事長、専務理事の内容確認を受け、万一不適

切な事象があった場合は、速やかに是正措置を取らなければならない。 

（特別の利益を与える行為の禁止） 

第 5 条 この法人の役員は、特定の個人または、団体の利益のみの増大を図る

活動を行うものに対し、寄付その他の特別の利益を与える行為は行わない 

（情報開示及び責任説明） 

第 6 条 この法人は、事業活動の透明性を確保するため、法人の活動を開示し、

社会の理解と信頼の向上に努める 

（個人情報の保護） 

第 7 条 この法人は、個人情報保護登録業者の自覚を持ち、個人情報保護規程



等を遵守する 

（連携） 

第 8 条 この法人は、当該事業の関連団体はいうに及ばず、支援者に有効な情

報、活動等を持つ行政、団体とのネットワークを積極的に活用する 

（研鑽） 

第 9 条 この法人の役員、職員は社会的課題に対する情報収集と分析を行い、

自己研鑽に努め、課題解決に向けた業務を行う 

附則 

この規程は、  令和 1 年  9 月  1 日より施行する。 

 

 

 



 

 

 

 

公益財団法人日本国際交流センター 

定 款  

 

第 1章 総 則 

 

 （名称） 

第 1 条 この法人は、公益財団法人日本国際交流センター（英文名 Japan Center for 

International Exchange 略称 JCIE）と称する。 

 

 （事務所） 

第 2 条 この法人は、主たる事務所を東京都港区に置く。 

 

 

第 2章 目的及び事業 

 

 （目 的） 

第 3条 この法人は、グローバル化と多元化が進む現代社会において、国際関係や地球的課

題、政治･経済･社会などの幅広い政策課題、および公益の担い手としての民間非営利セクタ

ーの強化をめぐり、日本と諸外国の多様なセクターの指導者等の相互理解と協力関係を促進

し、もって国際社会の平和と発展に寄与することを目的とする。 

 

 （事 業） 

第 4 条 この法人は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

 

(1) （日本の対外関係の強化と地球的課題への貢献） 

日本の対外関係を維持・強化し、また、人間の安全保障の視点に立った地球的課題の解決

やこの分野における日本の国際貢献を促進するため、政策研究・対話、政策提言、国際交流、

寄附活動等の国際貢献の推進、情報発信、ネットワーク構築を行う事業 

 

(2) （日本の国際化とシビル・ソサエティの推進） 

日本の国際化および国内外のシビル・ソサエティやフィランソロピー活動を推進するため、研



 

究・対話、国際交流、助成･表彰事業への協力、情報発信を、国内外の NPO・NGO、財団、企

業、政府機関等と連携して行う事業 

 

 (3) （議会関係者による交流の推進） 

国際相互理解と協力関係の強化のため、政治、経済、社会、地球的課題などの国際関係や

国内課題について、日本と諸外国の超党派の政治家や議会関係者の政策対話と交流を行う

事業 

 

(4) その他前条の目的を達成するのに必要な事業 

２ 前項の事業については、本邦及び海外において行うものとする。 

 

 （事業年度） 

第 5 条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

（規 律） 

第 6 条 この法人は、評議員会が別に定める倫理規程の理念と規範に則り、事業を公正かつ

適正に運営し、第 3 条に掲げる公益目的の達成と社会的信用の維持・向上に努めるものとす

る。 

 

 

第 3章 資産及び会計 

 

（財産の種別） 

第 7 条 この法人の財産は、基本財産及びその他の財産の２種類とする。 

２ 基本財産は、この法人の目的である事業を行うために不可欠な財産として理事会で定めた

ものとする。 

３ その他の財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 公益認定を受けた日以後に寄附を受けた財産については、その一定額以上を第４条の公

益目的事業に使用するものとし、その取扱いについては、理事会の決議により別に定める寄

附金等取扱規程による。 

 

（基本財産の維持及び処分） 

第 8 条 基本財産についてこの法人は、適正な維持及び管理に努めるものとする。 

２ やむを得ない理由により基本財産の一部を処分又は担保に提供する場合には、理事会の



 

決議を得なければならない。 

 

（財産の管理･運用) 

第 9 条 この法人の財産の管理･運用は、理事長が行うものとし、その方法は理事会の決議

により別に定める資金運用規程によるものとする。 

 

 （事業計画及び収支予算） 

第 10 条 この法人の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載し

た書類については、毎事業年度開始の日の前日までに、理事長が作成し、理事会の決議を

経て、直近の評議員会に報告するものとする。これを変更する場合も、同様とする。 

2 前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 

 

 （事業報告及び決算） 

第 11 条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書

類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

 (1) 事業報告 

 (2) 事業報告の附属明細書 

 (3) 貸借対照表 

 (4) 損益計算書（正味財産増減計算書） 

 (5) 貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

 (6) 財産目録 

2 前項の承認を受けた書類のうち、第 1 号、第 3 号、第 4 号、第 6 号の書類については、定

時評議員会に提出し、第1項の書類についてはその内容を報告し、その他の書類については、

承認を受けなければならない。 

３ 第1項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に5年間備え置き、一般の閲覧に供すると

ともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

 (1) 監査報告 

 (2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

 (3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

 (4) 運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載

した書類 

 

 



 

 （公益目的取得財産残額の算定） 

第 12条 理事長は、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則第48

条の規定に基づき、毎事業年度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算

定し、前条第 3項第 4号の書類に記載するものとする。 

  

（長期借入金及び重要な財産の処分又は譲受け） 

第 13 条 この法人が資金の借入をしようとするときは、その事業年度の収入をもって償還す

る短期借入金を除き、評議員会において、総評議員の３分の２以上の議決を経なければなら

ない。 

２ この法人が重要な財産の処分又は譲受けを行おうとするときも、前項と同じ議決を経なけれ

ばならない。 

 

（会計原則等） 

第 14 条 この法人の会計は、一般に公正妥当と認められる公益法人の会計の慣行に従うも

のとする。 

２ この法人の会計処理に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定める経理規程による

ものとする。 

３ 特定費用準備資金及び特定の資産の取得又は改良に充てるために保有する資金の取扱

いについては、理事会の決議により別に定める。 

 

 

第４章 評議員及び評議員会 

 

第 1 節 評議員 

（定 数） 

第 15 条 この法人に、評議員3名以上15名以内を置く。 

 

（選任等） 

第 16 条 評議員の選任及び解任は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下、

一般社団・財団法人法と称する）179条から195条の規定に従い、評議員会において行う。 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1) 各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の３分の１

を超えないものであること。 



 

イ その評議員及びその配偶者又は３親等内の親族 

ロ その評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ハ その評議員の使用人 

ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、その評議員から受ける金銭その他の財産によ

って生計を維持しているもの 

ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

ヘ ロからニに掲げる者の３親等内の親族であって、これらの者と生計を一にするもの 

(2) 他の同一の団体(公益法人を除く。)の次のイからニに該当する評議員の合計数が評議員

の総数の３分の1 を超えないものであること。 

イ 理事 

ロ 使用人 

ハ 他の同一の団体の理事以外の役員(法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ

るものにあっては、その代表者又は管理人)又は業務を執行する社員である者 

ニ 次の団体において職員である者（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除く。） 

① 国の機関 

② 地方公共団体 

③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定する

大学共同利用機関法人 

⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

⑥ 特殊法人又は認可法人 

３ 評議員会議長は、その都度出席評議員の互選により選定する。 

４ 評議員は、この法人の理事又は監事若しくは使用人を兼ねることができない。 

５ 評議員に異動があったときは、２週間以内に登記し、登記事項証明書等を添え、遅滞なく

その旨を行政庁に届け出るものとする。 

 

（権 限) 

第 17 条 評議員は、評議員会を構成し、第20条第２項に規定する事項の決議に参画するほ

か、法令に定めるその他の権限を行使する。 

 

（任 期） 

第 18 条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関す

る定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した評議



 

員の任期の満了までとする。 

3  評議員は、辞任又は任期満了後においても、第15条に定める定員に足りなくなるときは、

新たに選任された者が就任するまでは、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（報酬等） 

第 19 条 評議員に対して、各年度の総額が50万円を超えない範囲で、評議員会において

別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

２ 評議員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、別に定める役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程

による。 

 

 

第２節 評議員会 

（構成及び権限） 

第 20 条 評議員会は、すべての評議員をもって組織する。 

２ 評議員会は、次の事項を決議する。 

(1) 役員の選任及び解任 

(2) 理事および監事の報酬等の支給の基準 

(3) 評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 定款の変更 

(5) 各事業年度の事業報告及び決算の承認 

(6) 長期借入金並びに重要な財産の処分及び譲受け 

(7) 公益目的取得財産残額の贈与及び残余財産の処分 

(8) 合併、事業の全部若しくは一部の譲渡又は公益目的事業の全部の廃止 

(9) 前各号に定めるもののほか、「一般社団･財団法人法」に規定する事項及びこの定款に定

める事項 

３ 前項にかかわらず、個々の評議員会においては、第23条の書面に記載した評議員会の目

的である事項以外の事項は、決議することができない。 

 

（種類及び開催） 

第 21 条 評議員会は、定時評議員会及び臨時評議員会の２種とする。 

２ 定時評議員会は、年１回、毎事業年度終了後３ヶ月以内に開催する。 



 

３ 臨時評議員会は、必要がある場合には、いつでも開催することができる。 

 

（招 集） 

第 22 条 評議員会は 、法令に別段の定めがある場合を除き理事会の決議に基づき、理事

長が招集する。 

２ 前項にかかわらず、評議員は理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由

を示して、評議員会の招集を請求することができる。 

３ 前項による請求があったときは、理事長は遅滞なく評議員会を招集しなければならない。 

 

（招集の通知） 

第 23 条 理事長は、評議員会の開催日の５日前までに、評議員に対して、会議の日時、場

所、目的である事項を記載した書面をもって招集の通知を発しなければならない。 

２ 前項にかかわらず、評議員全員の同意があるときは、招集の手続を経ることなく、評議員会

を開催することができる。 

 

（議 長） 

第 24 条 評議員会の議長は、評議員会の議事を整理する。 

 

（定足数） 

第 25 条 評議員会は、評議員の過半数の出席がなければ開催することができない。 

 

（決 議） 

第 26 条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

 

（決議の省略) 

第 27 条 理事が、評議員会の目的である事項について提案した場合において、その提案に

ついて、議決に加わることのできる評議員の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表

示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があったものとみなす。 

 

（報告の省略） 

第 28 条 理事が評議員の全員に対し、評議員会に報告すべき事項を通知した場合におい

て、その事項を評議員会に報告することを要しないことについて、評議員の全員が書面又は

電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報告があったもの

とみなす。 



 

（議事録） 

第 29 条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作成しなければな

らない。 

２ 議事録には、議長、会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人2名及び出

席した理事長がこれに記名押印しなければならない。 

 

（評議員会運営規則） 

第 30 条 評議員会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、評

議員会において定める評議員会運営規則による。 

 

 

第 ５ 章 役 員 

 

 （役員の設置） 

第 31 条 この法人に、次の役員を置く。 

 (1) 理事 3 名以上 15名以内     

 (2) 監事 2 名以内 

2 理事のうち 2 名以内を代表理事とし、さらに２名以内を業務執行理事とすることができる。 

 

 （役員の選任） 

第 32 条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

2 代表理事及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 理事会は、その決議によって、前項で選定された代表理事より理事長 1 名を選定する。な

お、前項で選定された代表理事が2名の場合、その 2名より理事長および専務理事を選定す

る。 

４ 監事は、この法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

５ 理事のうち、理事のいずれか１名とその配偶者又は３親等内の親族その他法令で定める特

別の関係にある者の合計数は、理事総数の３分の１を超えてはならない。監事についても、同

様とする。 

６ 他の同一の団体（公益法人を除く）の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に

密接な関係にあるものとして法令で定める者である理事の合計数は、理事の総数の３分の１を

超えてはならない。監事についても、同様とする。 



 

７ 理事又は監事に異動があったときは、２週間以内に登記し、登記事項証明書等を添え、遅

滞なくその旨を行政庁に届け出なければならない 

 

 （理事の職務及び権限） 

第33条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行す

る。 

2 理事長及び専務理事は、法令及びこの定款で定めるところにより、代表理事としてこの法人

を代表し、その業務を執行し、業務執行を担当する理事は、理事会において別に定めるところ

により、この法人の業務を分担執行する。また、理事長に事故あるとき又は理事長が欠けたと

きは、専務理事が、専務理事に事故あるとき又は欠けた時は、業務執行を担当する理事がそ

の業務執行に係る職務を代行する。 

３ 理事長、専務理事及び業務執行を担当する理事は、毎事業年度毎に４ヶ月を超える間隔

で２回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

 （監事の職務及び権限） 

第34条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成す

る。 

２ この法人の業務及び財産の状況を調査すること、並びに各事業年度に係る計算書類及び

事業報告等を監査すること。 

３ 評議員会及び理事会に出席し、意見を述べること。 

４ 理事が不正の行為をし、若しくはその行為をするおそれがあると認めるとき、又は法令若し

くは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、これを評議員会及

び理事会に報告すること。 

５ 前号の報告をするため必要があるときは、理事長に理事会の招集を請求すること。ただし、

その請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事会の日

とする招集通知が発せられない場合は、直接理事会を招集すること。 

６ 理事が評議員会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるものを調査し、法令若

しくは定款に違反し、又は著しく不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を評議員

会に報告すること。 

７ 理事がこの法人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、又

はその行為をするおそれがある場合において、その行為によってこの法人に著しい損害が生

ずるおそれがあるときは、その理事に対し、その行為をやめることを請求すること。 



 

８ その他監事に認められた法令上の権限を行使すること。 

 

 （役員の任期） 

第 35 条 理事の任期は、選任後 2 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。 

2 監事の任期は、選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとする。 

3 補欠として選任された理事又は監事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

4 理事又は監事は、第 31 条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により

退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義務を

有する。 

 

 （役員の解任） 

第36条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任す

ることができる。ただし、監事を解任する場合は、議決に加わることのできる評議員の 3 分の 2

以上の議決に基づいて行わなければならない。 

 (1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

 (2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないと認められるとき。 

 

 （報酬等） 

第 37 条 理事および監事に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議

員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬として支給すること

ができる。 

２ 常勤理事以外の理事および監事については、理事会出席の都度評議員会にて定める支

給の基準に従って報酬等を支給することができる。 

３ 役員がその職務を行うために要する費用の支払いをすることができる。 

４ 前3項に関し必要な事項は別に定める役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程に

よる。 

 

（取引の制限） 

第 38 条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について重要な事実を開

示し、理事会の承認を得なければならない。 

(1) 自己又は第三者のためにするこの法人の事業の部類に属する取引 



 

(2) 自己又は第三者のためにするこの法人との取引 

(3) この法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間におけるこの法人

とその理事との利益が相反する取引 

２ 前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理事会に報告しなければな

らない。 

３ 前２項の取扱いについては、第52条に定める理事会運営規則によるものとする。 

 

（責任の免除又は限定） 

第 39 条 この法人は、役員の一般社団･財団法人法第198条において準用される第111条第

１項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合には、理事会の決議によって、

賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除すること

ができる。 

２ この法人は、外部役員との間で、前項の賠償責任について、法令に定める要件に該当する

場合には賠償責任を限定する契約を、理事会の決議によって、締結することができる。ただし、

その契約に基づく賠償責任の限度額は、金10万円以上で予め定めた額と法令の定める最低

責任限度額とのいずれか高い額とする。 

 

（会 長および顧 問） 

第 40 条 この法人に会長１名および顧問若干名を置くことができる。 

２ 会長および顧問は、有識者のうちから、理事会において任期を定めた上で選任する。 

３ 会長および顧問は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用の支払をす

ることができる。 

 

（会長および顧問の職務） 

第 41 条 会長および顧問は、理事長に対し、意見を述べることができる。 

 

第 ６ 章 理事会 

 

 （構 成） 

第 42 条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

 

（権 限） 

第 43 条 理事会は、この定款に別に定めるもののほか、次の職務を行う。 



 

(1) 評議員会の日時及び場所並びに目的である事項等の決定 

(2) 規則の制定、変更及び廃止に関する事項 

(3) 前各号に定めるもののほか、この法人の業務執行の決定 

(4) 理事の職務の執行の監督 

(5) 代表理事及び執行理事の選定及び解職 

２ 理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委任することができ

ない。 

(1) 重要な財産の処分及び譲受け 

(2) 多額の借財 

(3) 重要な使用人の選任及び解任 

(4) 従たる事務所その他重要な組織の設置、変更及び廃止 

(5) 内部管理体制(理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他この法人の業務の適正を確保するために必要な法令で定める体制をいう。)の整備 

(6) 第39条第１項の責任の免除及び同条第２項の責任限定契約の締結 

 

（種類及び開催） 

第 44 条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種とする。 

2 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

(1) 理事長が必要と認めたとき。 

(2) 理事長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面をもって理事長に招集の請

求があったとき。 

(3) 前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を理事

会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が招集したと

き。 

(4) 第34条第5項の規定により、監事から理事長に招集の請求があったとき、又は監事が招集

したとき。 

 

 （招 集） 

第 45 条 理事会は、理事長が招集する。 

 

（議 長） 

第 46 条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 

（定足数） 

第 47 条 理事会は、理事の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 



 

 

 （決 議） 

第 48 条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

 

（決議の省略） 

第 49 条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、その

提案について、議決に加わることのできる理事の全員が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があったものとみなすものとする。

ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。 

 

（報告の省略） 

第 50 条 理事又は監事が理事及び監事の全員に対し、理事会に報告すべき事項を通知し

た場合においては、その事項を理事会に報告することを要しない。 

２ 前項の規定は、第33条第3項の規定による報告には適用しない。 

 

 （議事録） 

第 51 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

2 出席した代表理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

（理事会運営規則） 

第 52 条 理事会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定めるもののほか、理事

会において定める理事会運営規則による。 

 

 

第 ７ 章  事務局 

 

（設置等）  

第53条 この法人の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２．事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３．事務局長及び重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

 

４．事務局の組織及び運営に関し必要な事項は、理事長が理事会の決議を経て、別に定め

る。 



 

 

第 8 章  会 員 

      

 

（会 員） 

第 54 条 この法人の目的に賛同し、その活動を支援する法人または個人を会員とする。 

２ 会員は、次の３種類とする。 

（１）法人会員 

（２）個人会員（ＪＣＩＥパートナー） 

（３）個人会員（ＪＣＩＥフレンズ） 

 

３ 会員に関する必要な事項は、理事会の決議により、別に定める会員に関する規程による。 

 

 

第 ９ 章 定款の変更及び解散 

 

（定款の変更） 

第 55 条 この定款は、評議員会の決議によって変更することができる。 

2 前項の規定は、この定款の第 3条、第 4条及び第 16 条についても適用する。 

 

（解 散） 

第 56 条 この法人は、基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その

他法令で定められた事由によって解散する。 

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第 57 条 この法人が公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅する

場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）には、評議員会の決議を

経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認定の取消しの日又は当該

合併の日から1箇月以内に、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第5条

第 17 号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

（残余財産の帰属） 

第 58 条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は、評議員会の決議を経て、

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第5条第17号に掲げる法人又は国

若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 



 

第 １０ 章  公 告 

 

（公 告） 

第 59 条 この法人の公告は、電子公告による。 

２ やむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、官報に掲載する方法に

よる。 

 

第 １１ 章  補 則 

 

（委 任） 

第 60 条 この定款に定めるもののほか、この法人の運営に必要な事項は、理事会の決議に

より別に定める。 

 

 

 

附 則 

１ この定款は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益

財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106 条第1 

項に定める公益法人の設立の登記の日から施行する。 

２ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第106 条第1 項に定める

特例民法法人の解散の登記と、公益法人の設立の登記を行ったときは、第5条の規定にかか

わらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし、設立の登記の日を事業年度の開始

日とする。 

３ この法人の最初の評議員は、次に掲げる者とする。 

太田達男  小島  明  渋沢 健  千野境子  野村吉三郎  福川伸次   

グレン・Ｓ・フクシマ     堀内光子 目加田説子 薬師寺泰蔵 

４ この法人の設立の登記日現在の理事及び監事は、次に掲げる者とする。 

理事  入山  映  大河原良雄 勝又英子 小林陽太郎 島田京子 槙原 稔  山本 正  

監事  星  久人  本田 敬吉   

５ この法人の最初の代表理事は山本 正、業務執行理事は勝又英子とする。 



２０２１年度（２４期）事業報告 

２０２１年６月１日から２０２２年５月３１日まで 

 

理事長 河野久忠 

 

２０２１年度も、引き続きコロナウイルス蔓延の影響を受け制限の多い中での活動と

なりました。例年行われていた文化祭や運動会といった法人全体で取り組むイベント

が実施できず、利用者の楽しみの部分に制限がかかったことは残念でした。 

ひきこもり自立支援事業においては、コロナ禍に配慮したイベント等を企画し、閉塞

感が出ないような取り組みを実施しました。 

訪問支援に関しても、緊急事態宣言等が発令された影響で、期間中の訪問が中止せざ

る得ない状況もありましたが、４月以降は通常の取り組みが出来ています。保護者相

談に関しても、先の見えぬコロナの影響で低迷していましたが、徐々に回復傾向にあ

ります。 

厚生労働省委託の、宿泊型集中訓練プログラムに関しては、全国の福祉事務所や生活

困窮相談窓口に定期的に周知徹底し、オンラインによる事業説明を実施することによ

り、大きな関心を持って貰えるようになり、地方部からの訓練参加者が増加しまし

た。地域の支援者に具体的な情報を届けることにより、コロナの影響で停滞していた

層に対する支援が活性化してきたように感じます。 

地域若者サポートステーション事業に関しても、蔓延防止期間等が解除されたことか

ら、利用者が増加してきています。コロナ氷河期世代が生まれないように、早期の支

援が肝要と考え対応にあたっています。 

八王子若者総合相談センター事業に関しても、居場所事業の利用者が順調に伸びまし

た。ただのフリースペースではなく、多彩なプログラムを組むことにより、様々なタ

イプの利用者に対応できる工夫をしました。また、八王子若者サポートステーション

事業や地域の支援機関と連動できるネットワークを構築できたことにより、ただの居

場所ではなく、次にステップアップできる居場所としての機能を有することが出来ま

した。 

東京都から受託運営しているひきこもりサポートネット事業に関しても、近年注目度

が高まり、令和４年より地域の自治体との連携強化の業務や相談機能の拡充などがな

されました。それに伴い、足立区内の拠点を移転、整備を実施しました。都との連携

も強化してきながら、都民のニーズに応えるべく、専門職を含めた人員のも強化を図

りました。 

YSC グローバルスクールにおいては、地方自治体の委託業務等のニーズが高まり、オ

ンラインを活用した支援がさらに高まっています。また、ウクライナ情勢の影響で、

日本に来日している避難民子弟の受け入れ態勢もいち早く整備し、５月末日現在、７



名ほどの受け入れを開始しています。このような情勢も含めて、国や自治体、関係機

関の海外にルーツの有る方々に対する支援が加速している現状があります。それに準

じて他の避難民に対する支援要望も高まり、受け入れ、対応を実施しています。この

ような状況に対しての体制整備が間に合っていなところもあり、日本語の教育のみな

らず、全体的にコーディネートをできる人材育成等の拡充が必要な状況となっていま

す。 

支援の拡充と人材確保の両立の難しさを感じる昨今ですが、焦ることなく地に足をつ

けた地道な歩みで整備を進めていきたいと考えています。 

 

その他の事業未実施 

 

 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　ひきこもり状態にある若者を対象に、寮生活をしながら、生活改善
支援、作業体験、職場実習、ダンス等のカルチャー、各種イベント等
様々な活動を通して、個々の抱える課題に共に向き合い、それぞれが
目指す方向（社会的自立）と定着を個別にサポートする。
　また、ひきこもり状態にある子どもを持つご家族からの相談をお受
けし、状況に応じた対応や情報の提供を行う。

実施成果と課題

＜成果＞
・新規入寮は7名（内、家庭訪問を経て入寮した者は４名）、卒寮は９
名。
・月１回水曜日に開催している本部の施設見学会（コロナ感染症拡大
に伴い１回中止）には、関係者、本人とその家族合わせて60名が参
加。保護者相談や家庭訪問に繋がったケースもあった。

＜課題＞
　当事者の年齢が10代後半から20代前半の問い合わせが目立った１年
で、訪問先も10代が増え、寮生の平均年齢が下がった。一方で時折40
代以降の当事者の問い合わせもあるが、入寮生の現状を伝えると、
少々躊躇する保護者も散見された。10～20代への支援と、特に就労経
験が少なくブランクの長い40代の支援とでは全く異なる。互いに共存
でき刺激し合える場や支援の工夫が必要。
　また、コロナ禍が長引き、職場実習先の開拓が難しく、中断してい
る実習先も少なくない。経験不足を補うために必要な場の確保も課題
の一つ。

2021（令和3）年度事業実施報告（2021年6月1日～2022年5月31日）

（１）青少年に
不登校ないし引
きこもり等から
の脱却の機会を
与え、又、集団
生活、共同作業
等の社会参加基
礎訓練の場を提
供するための寮
施設兼生活指導
施設の運営
（２）不登校、
引きこもりで
あった青少年
が、自立を目指
す一環として就
労体験をする機
会を提供する事
業

【本来事業】
（長期利用
者）

通年 10名 全国・長期利用
者、25名

98,225

1 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　仕事に就いておらず、家事も通学もしていない15歳～４9歳の者の
うち、週20時間以上の就職に向けた取組みへの意欲が認められる者が
対象。6か月間の合宿生活を通して、職場実習（ＯＪＴ訓練）、資格取
得支援等を実施することで、自信の回復、就職に必要な基礎的能力の
獲得等を図り、就職に結びつけることが目的。

実施成果と課題

＜成果＞
・今年度の参加者は計23名（内、女性１名）
※生活保護受給者は内７名
・内訳は10代：4名、20代前半：６名、20代後半：6名、
　30代前半：５名、30代後半：２名
・平均年齢は25.5歳
　
プログラム修了時の状況
・就職：７名（正社員４名、契約社員１名、アルバイト２名）
・進路未決定：４名（多摩・あだちサポステを継続利用、福祉事務所
の就労支援員へ引継ぎ、その他）
・本入寮：１名　・途中退所：２名　・福祉系：３名（作業所、GH）
　
出身地は都内10名、愛知３名、茨城２名、静岡２名、青森・神奈川・
埼玉・長野・滋賀・沖縄1名

2021年12月より、東京以外の関係機関向けにオンライン（Zoom）
による当該事業の説明会を実施。56組の参加があり内５名が利用に繋
がった。

＜課題＞
　参加者は前年度より７名多かったが、内部事業所からのリファーが
減少。改めて社内で当該事業の効果性と必要性を説き、各職員の意識
や誘導力を高めたい。また、プログラム内容の点検を改めて行いた
い。

本来事業に
含まれる。

（１）青少年に
不登校ないし引
きこもり等から
の脱却の機会を
与え、又、集団
生活、共同作業
等の社会参加基
礎訓練の場を提
供するための寮
施設兼生活指導
施設の運営
（２）不登校、
引きこもりで
あった青少年
が、自立を目指
す一環として就
労体験をする機
会を提供する事
業

【厚労省委託
事業】
若年無業者等
集中訓練等
プログラム
（6か月）

通年 ５名 23名

2 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、ひきこもり、ニート状態にあった若年者及び障害者を
対象に就労支援を目的とし、ハウスクリーニング事業を実施してい
る。
　業務内容はハウスクリーニングにとどまらず市内地域会館や老人介
護施設の定期清掃の他、一般住宅や賃貸住宅のリフォームも行ってい
る。
　他には、ハウスクリーニング事業で培ったノウハウを活かし八王子
市、荒川区若年無業者就労促進事業ハウスクリーニング基礎技術取得
講座を実施している。

実施成果と課題

　当法人の障害者作業所の利用者を中心に、市内の老人ホーム、老人
介護施設、個人医院の定期清掃を行っている。通常作業よりワンラン
ク上の作業と位置付け、より実社会に近く、利用者のモチベーション
となっている。
　また、合宿型集中訓練プログラムの実習生の訓練の一環として寮内
清掃を定期的に行い、荒川・八王子の委託事業としてハウスクリーニ
ング講座を実施。
　2022年度から新たに公益財団法人東京しごと財団の委託を受け障害
者向けのビルクリーニング・ビル管理を中心とした通所型訓練を開
始。一期２ヵ月間で年度４回開講する。
　課題としては本格的な清掃業務、訓練のため高度な作業力、指導力
が不可欠であり更なる職員のスキルアップが必要である。

（３）上記
（２）の事業と
して、漬物用野
菜の加工事業、
漬物、海産物等
の物品販売及び
乳製品等の製造
販売事業、衣
類・家具等のリ
サイクル商品の
販売及び受託販
売、リサイクル
資源の再商品化
業務及びその受
託業務、清掃及
びハウスクリー
ニング事業及び
その請負事業、
その他　上記事
業に関連する諸
事業の運営

【本来事業】
ハウスクリー
ニング部門
ビソーアシス
ト

通年 本来事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

保護者相談：
　ひきこもり状態の若者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に
応じた家族としての関わり方や社会資源の活用方法等を助言する。

家庭訪問：
　家族間のみでの対応が困難な状況など第三者の関わりが必要なケー
スにおいて、家族等の依頼により自宅等に訪問する。
当事者ご本人に進路に関する情報提供や家族関係や環境整備等の課題
についての助言を直接的、または間接的に行い、必要に応じて適切な
社会資源や法人運営の寮の活用を後押しする。

実施成果と課題

新規保護者相談：14件　新規家庭訪問：６件
　特に当事者自らが相談に赴くことができずに孤立を深めているケー
スに対する訪問支援を重視して実施した。
　ひきこもりを含めた孤立・孤独が社会問題として注目され、行政・
民間共に多様な支援を展開している中で、法人としての強みを適切に
周知して適切な利用をしてもらうことが課題。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

【本来事業】
相談・家庭訪
問

通年 5名 全国のひきこも
りの課題を抱え
る家族・当事者

87,756
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、社会参加の一歩を踏み出せない事で、問題を抱えた本
人、またはひきこもりを持つ家族で問題を抱えている方への支援を実
施している。
　活動内容としては、相談支援事業の実施、支援機関への誘導支援の
実施、後追い支援の実施、出張相談会の実施。
　教育・福祉・保健・医療・就労の支援機関と連携して、社会との接
点が希薄となる事で、問題を抱えた方を生み出さない取り組み行って
いる。

実施成果と課題

　今年度も、社会参加が困難な利用者に対して関係機関と連携をしな
がら定期的に来所を促し個別相談を実施した。それにより、生活改善
や社会参加意欲の醸成が図られ、社会参加に結びついた。
　課題は、区民に対しひきこもり問題の理解推進。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

セーフティ
ネットあだち
事業

通年 6名 足立区
80名

相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は若年者に対して就労に関する個別相談及びセミナーを実
施することにより、若年者の就労を支援し、安定的な雇用の促進を図
ることを目的として実施している
　主な支援内容としては、キャリアコンサルタント・臨床心理士・社
労士による専門相談、セミナー実施による活動の基盤作り、GATBや
キャリアインサイトなどの職業適性検査・パソコン検定に向けての指
導、ハローワークや関係機関との連携等、各人が置かれた状況に応じ
て職業自立に向けたサポートを行っている。

実施成果と課題

　今年度も新型コロナウイルス感染症の影響があったが、限られた支
援の中で就労自立に向けた支援を行った。
　40歳代前後の利用者層が例年に比べ上がった為、年齢層に合った支
援内容を検討、早期就労に向けた支援を行った。
　また、今年度は新たに社労士相談枠を設け、雇用契約、保険、税金
など専門的な相談を充実させ、心理士相談にはコロナ禍の影響を受け
ている方のメンタル面でのケアを、キャリアカウンセラーには実践的
なカウンセリングを重点的に行った。
　課題としては、就労意欲欠如に対する意欲喚起と前年度同様、自己
肯定感の低さ・認知のゆがみ・受動的な傾向が就職活動の阻害要因と
して見られる為、利用者との関係構築、心情把握等寄り添った支援を
心掛けることと、コロナ禍だからこそできる支援を検討、周知活動の
見直しをし新規登録者数、就労決定率を上げていきたい。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

若年者就労支
援業務委託
（あらかわわ
かもの就労サ
ポートデス
ク）

通年 ６名 110名 相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　ひきこもりに関する講演会：青梅市内のひきこもりの課題を抱える
家族、当事者、支援者に向けた講演会

　ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会：ひきこもり状
態の若者の家族等からの相談を受け、置かれた状況に応じた家族とし
ての関わり方や社会資源の活用方法等を助言する。

実施成果と課題

　ひきこもりに関する講演会：『ひきこもりの理解と対応』講演会の
実施
23名参加
　ひきこもりの状態にある本人や家族のための相談会：８月に２日
間、11月に３日間、計５日間実施

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

青梅市ひきこ
もり等支援事
業

通年 ３名 青梅市内のひき
こもりの課題を
抱える家族、当
事者、支援者

相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　本事業は、多摩市民向けのひきこもり支援事業です。
　本年もコロナウイルス感染拡大の影響で、２回実施予定であった市
民向け講演会を１回開催した。

実施成果と課題

　コロナウイルスの感染拡大に伴い、実施に際しては、担当課と綿密
に打ち合わせて、感染予防対策（人数制限・完全予約制・講演時間の
短縮等）を徹底しトラブルなく実施することができた。
　今回は、白梅学園大学の長谷川俊雄教授の基調講演と当事者の体験
談を交えた形で開催した。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

【多摩市委託
事業】
多摩市j児童
青少年課委託
事業

通年 ３名 多摩市民 相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、当事者・家族等から相談に応じるとともに、相談内容
に応じて適切な相談機関、支援機関の紹介等を行う。
　主に電話相談、メール相談、訪問相談、ピアオンライン相談ならび
に年６回の巡回相談、家族セミナー・個別相談、平日個別相談を実施
し、ひきこもり状態の早期発見につなげ、状況に応じて継続的な支援
を行っていく。
【相談活動】
　当事者・家族等からの相談に対し、東京都の「提言」に基づき一人
ひとりの状態・状況に応じたきめ細やかな支援を行う。
　また、具体的課題解決へのアプローチ、つながり続けること目指す
アプローチの両輪を組み合わせた視点を持ち、当事者・家族等のニー
ズに合わせた適切な相談機関、支援機関の紹介、当該機関との有機的
な連携をし、切れ目のない支援にあたることを目的としている。
【多職種専門チームと区市町村ネットワーク構築支援事業】
　相談業務及び区市町村支援業務における困難ケースや専門的な知見
に基づいた助言を要するケースについて、意見や助言を得ることが可
能となる制度を構築（医療、心理、福祉、法律）する。
　また、都が指定する区市町村において、自治体におけるひきこもり
支援に係るネットワークを構築するため、自治体職員等との情報交換
会、事例検討、勉強会を実施する。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

東京都ひきこ
もりサポート
ネット

通年 15名 【新規登録者
数】
1,201人

相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

実施成果と課題

【相談活動】
　電話相談において、新型コロナウイルス感染症の影響により、小中
高生の相談が増加。
　継続支援がうたわれる中、電話相談、メール相談のみでの継続は現
実的ではない。段階を設けた伴走型の対面（来所）相談の必要性を感
じている。
　今年度末より、ピアサポーターによるオンライン相談を実施。

【多職種専門チームと区市町村ネットワーク構築支援事業】
　令和3年度より、ネットワーク構築支援事業開始。9自治体と実施し
たが、各区市町村によって、ひきこもり支援施策の進捗は異なる。引
き続き、各区市町村のニーズを把握し、当事業として何ができるのか
を模索、検討、実行していく。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業はひきこもっていた対象者が社会参加する為の準備、また
はひきこもり防止を目的として実施している。

　①学習：学校や家庭以外の場を提供し、中学生までの勉強範囲で学
校の補習から高校進学支援までの学習のお手伝いをするとともに、そ
れぞれの目的に応じた学習を行う。
　②居場所：コミュニケーションや対人関係に自信のない方に対し
て、社会性を養う居場所の提供。ご本人のペースで社会参加・体験活
動を実施し、人との関わりを醸成していく。

わかば利用者延べ数は  14件。

実施成果と課題

　利用者は１名となり、対象者と保護者、スタッフで面談を実施。就
労支援事業に繋がりながらも居場所へ通いたいという希望があり継続
となった。
　サポステには週２～３日とわかばでも週２日で活動。１２月の利用
を最後に卒業となった。スタッフの見立では、働き出せる準備は整っ
ていたが不登校、ひきこもり時期が長く不安が強く残っていたため無
理せず対象者が納得できるまで在籍となった。
　課題は昨年同様で周知活動。利用者がいなくなったため次年度に向
けて新たな体制、運営づくりも検討。

（４）青少年と
その保護者に対
する相談事業

フリースペー
スわかば

通年 1名 自主予算の為、
範囲無
1名

相談事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲

及び人数
支出額

（千円）

　15歳から49歳までの若年無業者を対象として、その就労支援のため
各種相談事業（スタッフによる個別面談、キャリアコンサルタントに
よるキャリアカウンセリングなど）、就職活動に役立つ各種セミナー
（ジョブトレ・ボランティア活動、コミュニケーションセミナー、職
業人講話、パソコンセミナー、GATBやキャリアインサイトなどの職
業適性検査、職場定着支援セミナーなど）、さらには、職業経験の少
ない若者に働く現場を体験して貰うため、様々な業種の企業に協力し
てもらい、1～2週間程度の職場体験プログラムを用意し利用者に提供
している。

実施成果

【相談・セミナー活動】
　昨年に引き続き新型コロナウイルスの影響で来所者の動向が鈍るな
か、WEBでの面談・オンラインセミナーなども駆使してコロナ禍でも
就職活動が滞ることがないよう支援体制を維持。新規登録者数は伸び
なかった反面、相談件数並びに就職者等数は伸びる結果となった。コ
ロナ禍ながらも、既存登録者が相談・セミナー等継続的に動いた結果
の数字である。
【ジョブトレ・職場体験】
新型コロナウイルスの影響で、体験先の受け入れ態勢が変化。引き続
き実施できないトレーニングや体験先が多くあった。次年度は、職場
体験までの流れを丁寧に確立していく必要あり。

（５）青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

あだち若者サ
ポートステー
ション

通年 6名 登録者
：95名

相談件数
：2,003件

159,230
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲

及び人数
支出額

（千円）

　この事業は、関係機関との連携の下、15歳から49歳で、仕事に就い
ておらず、家事も通学もしていない者のうち、週20時間以上の就職に
向けた取組みへの意欲が認められ、ハローワークに於いても就職を目
標にし得ると判断した者及びその家族を対象に、各人が置かれた状況
に応じて個別に支援を行うことや、課題の所在を正確に把握し、支援
対象者との信頼関係が築かれた専門スタッフによる職業的自立の実現
に向けた継続的なサポートを行うこと。

実施成果

＜成果＞
●新規登録人数と内訳
　新規登録者数：85名
　→年齢層内訳
　　15～19歳：5名、  20～24歳：30名、25～29歳：22名
　　30～34歳：11名、35～39歳：7名、40歳以上：10名
　※未登録者36名

●利用件数：2,335件
コロナ禍を考慮し、オンライン対応（相談・セミナー）を並行した結
果、利用件数が前年度（1,905名）を超え、進路決定者増にも影響を
及ぼしたと考えられる。高校、大学、職業訓練校との連携で10代～20
代前半の登録者が増加。一方でコロナ禍による職場体験先企業の受入
れが難しく、引き続きの課題となる。また、広報活動（ホームペー
ジ・ポスター等）の見直しを行い、前年度以上の新規登録者数の増加
に繋げたい。

（５）青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

いたばし若者
サポートス
テーション

通年 4名 登録者：85名

利用件数
：2,335件

情報提供事
業に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲

及び人数
支出額

（千円）

　15～49歳の若年無業者の就労支援を目的として福生市と八王子市
（サテライト）に相談窓口を設置している。
　各種相談事業（個別面談、キャリアカウンセリングなど）、就職活
動に役立つ各種セミナー（ジョブトレ・ボランティア活動、コミュニ
ケーションセミナー、PCセミナー、職業適性検査、職場定着支援セミ
ナーなど）、様々な業種の企業での職場体験プログラムを用意し利用
者に提供。
　また、宿泊型の若年無業者等集中訓練プログラムを６ヶ月間４回実
施。

実施成果

　地域の支援機関からの認知度が向上したことにより、新規登録者数
が増加した。
　就労に向けた有効な支援である職場実習先の充実が課題。
総利用件数：4,832件（内、相談件数：2,009件）

（５）青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

多摩若者サ
ポートステー
ション

通年 8名 15～49歳の無
業者

登録者
：276名
（令和3年度）

情報提供事
業に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲

及び人数
支出額

（千円）

　この事業は、社会体験や就労体験などの不足により就労が困難と
なっている若者に対して、中小企業、八王子市、サポートステーショ
ンの協働により、職場体験・職場実習として中間的就労を積む機会を
提供し社会的な自立と就労に結び付けていくことを目的として実施し
ている。
　職場体験等のほか、個別相談、保護者相談、合宿型実践講座、学校
連携、就職決定者への職場定着支援等を実施している。

実施成果

　アルバイト等をしながら定着支援を利用している若者が正社員へと
転職をする等、ステップアップするケースが散見された。また職業訓
練校との連携を強化し、積極的に見学会を行った。多くの若者が入校
することができた。
　就労意欲の乏しい若者については通所することで満足してしまい、
就職活動に踏み出せないまま長期化しているケースが見られる。

（５）青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

八王子市若年
無業者就労促
進事業

通年 4名 １．八王子若者
サポートステー
ションに登録し
た者のうち、社
会的自立及び就
労に向けた支援
として、就労訓
練を受けること
が適当であると
判断された者

２．当支援を受
けることが適当
であると判断さ
れた者

支援対象者：
200名程度

情報提供事
業に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容 実施日時 従業者数
受益対象者範囲

及び人数
支出額

（千円）

　働くことや自分の進路等に悩み続け、孤立し、自己肯定感の喪失と
ともに長期のひきこもりに至ってしまう若者がいるが、単に失業や中
途退学といったことだけでなく、いじめ・友人トラブル、貧困・借
金、精神疾患・発達障害、DV・ネグレクトといった家庭環境の問題
等、様々な問題が複合していることが多い。こうした若者の支援に
は、単独の支援機関による支援だけでは解決が困難である。
　このような状況を踏まえ、本事業は若者向けのワンストップ相談機
能を有する若者総合相談センターを開設することで、支援の必要な若
者に寄り添う伴奏的な支援を実施する中で、若者の悩み事を何でも受
け止め、問題の早期発見及び複数の支援機関による多角的な支援を行
うとともに、義務教育以降の若者に対する切れ目ない支援を実施する
ものである。

実施成果

　周知活動として他の支援機関への巡回訪問を実施した。これにより
他機関から紹介されて利用に至る若者が増加していることに加え、地
域の支援者と顔の見える関係性を構築することができた。複合的な課
題を抱える若者の利用も多々見られるため提供できる情報を探すこと
に苦慮することがある。
　フリースペースについては延べ利用回数が昨年度と比較して大幅に
増加し、若者の利用が活発になってきている。その反面、本人の障害
特性によって利用上のルールを守らなかったり、他の若者への負の影
響を与えてしまったりする者への対応に迫られる場面もある。

（５）青少年の
社会的自立に関
する情報提供事
業

若者総合相談
センター開
設・運営業務

通年 4名 八王子市内在
住・在勤・在学
中の15歳～39
歳までの者及び
その家族等

相談者数：
140名程度

情報提供事
業に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　グループホームでの生活を望む障害者に対し、日常生活における援
助等を行うことにより、障害者の自立生活を助長することを目的とし
て実施している。
　今年度の新入居者２名、退去者なし。利用者に対する食事の提供、
健康管理・金銭管理の援助、対人関係・余暇活動の助言等、日常生活
に必要な援助を行った。

実施成果と課題

　一部職員にコロナ感染者・濃厚接触者が発生したものの、利用者に
は感染が見られず、大過なく過ごすことができている。
　利用者の中には、勤務日数削減後や退職後に日中活動先が見つから
ない期間が数ヶ月以上におよぶケースがあり、今後とも対応が課題と
なる。

（７）青少年、高
齢者、心身障害者
等に対する移送・
家事・給食・清掃
及び生活改善支
援・就労訓練等の
福祉サービス事業
（８）上記（７）
の事業として、グ
ループホーム運営
事業、地域生活支
援センター運営事
業、ガイド及び
ホームヘルプサー
ビス提供事業、自
立支援センター運
営事業等の地域福
祉増進のための事
業

グループホー
ム事業

通年 22名 長期利用者
男性３１名
女性６名

53,972
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は障害者に対して社会生活に必要な基本的習慣の確立を目
的とし、毎日の積み重ねによってより良い習慣形成や社会生活能力の
向上、社会適応育成し、自立した生活を念頭においた支援を実施して
いる。

　具体的には体調管理、整容などの身辺習慣の習得、交通機関の利
用、時間の認識、食事のマナーなど生活習慣の習得、挨拶、言葉遣
い、連絡など基礎的なコミュニケーション能力の習得を目指してい
る。
　また、作業を通して、集中力や責任感を高めるとともに、作業従事
を通して働くことの意義や自信を習得することを目標とする。また、
作業技能を会得し就労につなげる。作業を通して得た収益は、利用者
に工賃として還元する。

実施成果と課題

就労移行支援
　現在の人数は4名となるが、新規がいない場合は、利用期限がある
為、利用人数は減っていく事となる。昨年度は就労継続支援B型から3
名移動した。今後も利用者の確保が課題となる。
昨年度：新規1名　就労者1名

就労継続支援B型
　昨年度は特別支援学校から2名の利用が決まった。実習生の受け入れ
を円滑に行い、特別支援学校の教員と密に連絡を取り合う事を重視し
た。今後は、一般就労が難しい方（特別支援学校卒業生）が主になっ
ていくと思われるため、この形態を維持していきたい。
昨年度：新規4名　就労者1名

（９）障害者総
合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業
（１２）リサイ
クル資源の回
収・再利用促進
事業

【本来事業】
ジョブスペー
ス游

通年 15名 就労継続支援B
型
44名

就労移行支援
4名

52,162
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、東京都の西多摩地域に居住している障害者を主な対象
として、当該障害者の適性・能力・希望に合致した就労と、安定的な
職場定着ができるように、就業面と生活面の両面から包括的な支援を
行うことを目的として実施している。
　地域における医療機関・企業・学校・就労支援機関などの関係機関
と随時情報共有や連携を行いながら、地域に根ざした支援ネットワー
クの構築と効果的な支援体制の確立を目指している。

実施成果と課題

　今年度の新規登録者は昨年度比９０％増と大幅に増加する。傾向と
しては昨年から引き続き生活課題を抱えた方の割合が多かった。コロ
ナ禍の影響は、昨年度に比べ反動からか例年より数が増加している項
目もあった。ちなみに就職件数は昨年比70％増の24件であった。
　今年度も、支援対象障害者が就職後に安定して職場定着できるよう
に、丁寧で効果的なアセスメントを行うように心がけた。
　今後の課題として、引き続きコロナ禍における支援について、対面
以外での積極的な対応、生活課題に対応する為の地域資源の開拓、
ネットワークの構築が挙げられる。

（９）障害者総
合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業

障害者就業・
生活支援セン
ターけるん

通年 6名 長期利用者
420名

障害者支援
等の事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、東京都の委託事業で、東京しごと財団が事務局となり
行っている中小企業の障害者雇用を促進する目的で行われている。
　都内900社、45.5人以上300人未満の中小企業が対象となる。

実施成果と課題

　昨年度同様コロナウィルス感染拡大の影響を受けて、支援手段、件
数のカウントの変更があり、年度当初は対応に苦慮した。
　企業の障害者雇用に対する意識にも影響を及ぼし、優先順位が後退
してしまった結果、支援が滞ってしまう企業もあった。
　今後支援手段を考慮して、対応していきたい。

（９）障害者総
合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業

中小企業障害
者雇用応援連
携事業

通年 2名 156件 障害者支援
等の事業に
含まれる。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

・年に2回、精神障害者の就労・定着支援に関する連絡会を開催し、講
演やグループワーク等を実施することで、地域における支援力の向上
と他職種連携を促進する。
・年に4回、外部の有識者を招き、連絡会についての企画・立案をする
とともに、多職種連携を促進するための「連携ツール」を作成する。
・医療との連携を目的に医療コーディネーターを配置し、出前講座等
を行ってきた。

実施成果と課題

　コロナウィルス感染拡大の影響により、連絡会は昨年度同様Zoomで
の開催となる。また今年度より新たな事業として、連絡会事業と医療
連携事業の2本立てとなり、それぞれ展開してきたが、医療との連携に
関して困難さを感じた。
　次年度の課題として計画的に事業を展開することに心掛けたい。

（９）障害者総
合支援法に基づ
く障害者に対す
る就労支援・生
活支援・相談支
援等の事業

精神障害者就
労定着支援事
業

(連絡会)
11月25
日
3月16日
（出前講
座）

140名ほど 障害者支援
等の事業に
含まれる。

21 



特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

【YSCグローバル・スクール】
海外にルーツを持つ子ども・若者を対象とした専門家による日本語教
育・教科学習支援の実施。
【NICO｜にほんご×こどもプロジェクト】
日本語教育機会へのアクセスがない地域に暮らす子どもを対象とし、
オンライン会議システムを活用してYSCグローバル・スクールの授業
を双方向・ハイブリッド型で受講可能な遠隔教育支援を実施。
【就労支援（他事業部署との連携）】
海外にルーツを持つ若者、定住外国人等を対象として、地域若者サ
ポートステーションとの連携のもと、日本語教育機会と就労支援機会
の提供、伴走支援を実施。
【公益活動における海外ルーツ青少年受け入れ体制推進事業】
主に日本人青少年を対象に活動を行ってきた公益活動団体等を対象
に、海外ルーツの青少年”も”その対象として支援を行うことができ
るよう、必要な研修機会や伴走支援を提供することを通して、共生社
会の基盤構築に寄与する事業。

（１１）ファミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

定住外国人支
援事業部

通年 27人 全国　174人
（延10,854
人）

72,263
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

実施成果と課題

　本事業部では2016年度よりオンライン会議システムを活用した遠隔
教育に取り組んできたこともあり、コロナ禍の発生以降もオンライン
支援と対面支援を感染拡大状況に応じて柔軟に使い分け、組み合わせ
て運営を行ってきた。これにより、平時より学びの機会へのアクセス
が限られている海外ルーツの子ども・若者たちへ、切れ目のない学習
機会とつながりを提供し続けることができた。また、コロナ禍の影響
により「オンライン授業」という選択肢が広まったことによって、全
国各地からオンライン支援を希望する子どもや若者を例年以上に受け
入れることができた。
　また、2020年度より公益活動団体を対象とした海外ルーツ青少年受
け入れ態勢推進事業を開始。コロナ禍による影響は少なからずあった
が、オンラインを柔軟に活用することにより、若者支援、高校生支
援、子どもの貧困支援等、所領⑨域で活動する公益活動団体に対して
海外ルーツ青少年の受け入れのための研修等を実施することができ
た。
　課題としては、コロナ禍の影響を受けやすい外国人保護者や海外
ルーツの若者の失業や減収が続き、子どもたちの教育の継続に対しリ
スクが高まっていることである。先の見えない状況が続いているが、
民間助成金等の活用や、フードパントリー等との連携などを含めた生
活の安定化を図る取り組みを可能な限り行うことで、不就学や中途退
学の発生予防に努めたい。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　15歳から39歳で、特に就労阻害要因がないと思われるか就労意欲の
乏しいものに対し、就労意欲の醸成と社会適合・社会参加を助長し、
就労又は就学により、受給者及び世帯の自立助長を促進し、円滑な社
会生活の確立を目的とする。

　（１）発注者から依頼する支援対象者について、家庭訪問によるア
セスメント、動機付け、適性診断等を実施し、その後、包括的就労支
援事業、あだち若者サポートステーション、公共職業安定所などへの
同行を通して、最終的には就職へ結ぶつける。
　（２）将来の確実な就労のため、支援対象者が高等学校、職業訓練
校への進学を希望し、これが支援対象者の自立支援に効果があると発
注者が認めた場合は、進学に向けた支援を行う。
　（３）不就労等の背景に精神疾患等があると思われる者について
は、定期通院をはじめとした日常生活自立、社会参加自立に向けた支
援を行う。

（１１）ファミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

若年層に対す
る日常・社会
生活支援事業

通年 ２名 アウトリーチ／
足立区の被保護
者15歳～39歳
約60名程度

ファミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

実施成果と課題

【実施成果】
（１）新規件数の増加
昨年度14名から今年度は40名。
（２）訪問件数の増加
昨年度459件から今年度は985件。
（３）利用者、ケースワーカーとの情報共有件数の増加。
昨年度634件から今年度は1207件。
（４）支援対象者数の増加
昨年度54件から今年度は81件

・支援方法の選択肢、入口を広く持つことにより、ひきこもり状態に
ある対象者ほとんどの外出支援に成功。
・中学校卒業後進路未決定者の高校復学支援数の増加。
・以前から青少年自立援助センターを知ってくれているケースワー
カーからの依頼が多く、認知が広がった。
・他機関との連携の強化に務めた、その結果対象者の日中活動先を増
やすことができ社会と関わる時間を増やすことができた。

【課題】
・支援者が何度も入れ替わっているケースは長期化していることが多
く、動かしにくさを痛感。
・就労経験者を支援していく中で、再度就労したいと思わせる動機付
けの難しさ。サポートステーションへの定着の難しさ。
・終了者数の少なさが課題。
→短期で支援が終わる対象者が少ない状況で新規の数が増え、訪問件
数が増えた。結果、事務処理が業務内で終わらないことがほぼになっ
ている。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、生活困窮、生活保護及びひとり親世帯の子ども及びそ
の保護者に対して、学習・生活支援事業を実施し、世帯への相談支援
や子どもへの学習支援、居場所支援等を行うことで、高校進学及び卒
業を支援し、就職や進学等の将来展望の明確化及び進路選択の幅の拡
大を図ることで、貧困の連鎖を防止・解消することを目的とする。

実施成果と課題

＜成果＞
●新規登録人数と内訳
　新規登録人数：37人
　→内訳：小２/１名、小３/２名、小４/２名、小５/４名
　　　　　小６/１０名、中１/４名、中２/７名、中３/６名、高１/１
名
　※R2年度からの利用継続７３名を含め、１１０名を支援

●学年別登録者11０名の内訳
　学習登録　／６８名
　居場所登録／４２名
　
　※うち、ひとり親世帯は９０名
　※生活保護世帯と困窮世帯の比率（人）は４７：６３

●進路決定状況
　・中学３年生１７名、全員合格

＜課題＞
　・学習ボランティアの確保と活用
ボランティアの登録人数は前年度と比較し２６名減の６８名。昨年度
の減少から一転、登録人数は大幅に増加した。一方で、ボランティア
の定着が引き続きの課題となる。

（１１）ファミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

板橋区
子どもの学
習・生活支援
事業
まなぶーす

①板橋区役所
前教室
（27.6～）

②西台教室
（29.5～）

通年 2２名
（内、ア
ルバイト
は1７
名）

１１０人
（板橋区役所前
教室：４６人、
西台教室：６４
人）

ファミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。
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特定非営利活動法人青少年自立援助センター

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、就労に必要な実践的な知識・技能等が不足しているだ
けではなく、複合的な課題があり、生活リズムが崩れている、社会と
の関わりに不安を抱えている、就労意欲が低下している等の理由で就
労に向けた準備が整っていない者に対して、一般就労に向けた準備と
しての基礎能力の形成からの支援を、計画的かつ一貫して実施するこ
とを目的として実施している。

実施成果と課題

　支援対象者のほとんどが発達障害等の課題を抱えており、学びなお
しができる放課後等デイサービスといった様相であった。進学を希望
する中学3年生については全員が志望校に合格することができた。
　支援対象者は自治体担当者が選定するが、既に公的な支援につな
がっている層しか発見できていない。こちらから対象者を見つけて支
援につなげることは認めらず、孤立している層にアプローチができな
いことが事業の仕組み上の課題である

（１１）ファミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

子どもの健全
育成学習支援
（基礎）業務
（八王子市）

通年 7名 八王子市内に在
住する生活保護
受給世帯および
児童扶養手当受
給世帯の小学4
年生から中学3
年生

常時上限20名
（仕様書上）

ファミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。
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事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　この事業は、福生市内の生活困窮、生活保護世帯の子どもたちの学
習支援、および居場所提供事業として実施。中学三年生については高
校進学を目指し、受験勉強の指導を行い、目的達成を目指す。
　また、学校生活が苦手な生徒には、安心できる居場所を提供するこ
とで、社会性が身につくようなカリキュラムを実施している。

実施成果と課題

＜成果＞
　毎年7月に福生市による約700世帯への広報を行ってる。今年は、定
員10名に対し10名が受講。内2名は送迎を利用することで、継続的な
通所につながっている。
＜課題＞
　利用者が増えることは、それだけ困窮者の増加を意味するため、一
概に推奨することはできないが、一週間に2時間程度の関りとはいえ、
家庭事情も様々であることから、一人一人に寄り添ったサポートを心
がけなければならないと、考えている。

事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

「わが子のひきこもり待つだけでいいのでしょうか？」は、ひきこも
りの子どもに対する親の姿勢をわかりやすくアドバイスしており、好
評。

実施成果と課題

　書籍販売は、アマゾンの通信販売を利用することで、全国の希望者
の手に届けやすくなっている。さらに、書籍の意義をＰＲしながら販
売促進を進めていく。
冊子販売内訳：
　わが子のひきこもり　　　16冊

（14）上記
（5）（13）の
事業の一環とし
て出版事業

【本来事業】
書籍販売

通年 ひきこもりを持
つ保護者。
関係機関向け。

本来事業に
含まれる。

（１１）ファミ
リーサポートセ
ンター事業等、
男女共同参画社
会促進事業

福生市
子どもの学習
支援事業
ふっさまな
ぶーす

通年 3名 延べ500名 ファミリー
サポートセ
ンター事業
に含まれ
る。
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事業名 部署名 事業内容
実施
日時

従業
者数

受益対象者範囲
及び人数

支出額
（千円）

　職業安定法をに基づき、就職を希望する求職者と労働者を求める企
業との仲介を行って、双方の要求を満たすような就職の実現を目的と
するサービスを提供。

実施成果と課題

　法人がマッチングした職場実習を経て雇用関係が結ばれたケースに
於いて必要応じて活用した。
求人数：8件　新規求職者数：8件

（１５）上記
（２）（５）の
事業の一環とし
て無料職業紹介
事業

無料職業紹介
所

通年 3名 求人者（企
業）、求職者

本来事業に
含まれる。
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